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         林 業 に お け ろ 牧 穫 量 の 経 済 的 研 究

                          松  島  良  雄

            第 一 章 研 究 の 意 図

本研究は,経 済学に云 う生産費の理論(わラ)   に もとづき,林(ズのズの)業における牧穫量が,生f費 と価格との関

から,ど の様に定められ るのが合理的か,と 云 う問題を主 として取扱 う。

ここに牧穫 吊:とは,生 産経済におV・て一定期間に牧得された用賃の数量(Ertragnis)で あるが,同 時

今日の流通経済では,そ の売上価額をも意昧する。本(タつ)来この牧穫量なる語は,農 業に起因すると考えら

るが,林 業の場合,こ の語は生産量なる語と微妙な食いちがいを生する。一般に生産経済で,一 定期間

巨産された財貨量が生産量であJ,そ れを農業ではs-一期間(主 として1ケ 年)に 牧穫するか ら,生 産

:牧蔓量とは一致する。林業で も,一 生産期間を通すれば,生 産量と牧穫量とは一致する。しかし,林

3は,生 産の目的物たる林木は,当 初原料財から牛製品の段階を経過 した後,早 ければ十年内外で使用

、或ぱ交換価値を生 じ,生 産物 として牧穫 し得られる一方,数 百年に亘 り之を保存し生育せしめ,し か

:に之を牧穫することも出来る。 したがつてその聞,生 産量は林木生長量の累積 として示されるが,牧

k-一生産期間を通 じ,数 回に亘つて行われ一主伐及び闇伐牧穫マその年kの 牧穫量は必 らすしもその年

 産量に一致しない。更に林業経営だと,毎 年の林木生長量合計は牛製品,完 製品より成るとして も,

しが生産量た りうるわけであるが,そ の牧穫は必らすしもこの生産量通 りに行 う必要はな く,経 営計画

.たがいこの生産量よ り或は多く或は少く牧穫することが出来る。

 業生産の物理的牧穫量は,土 地の自然的条件を前提 として,技 術即ち施業方法 と伐期令により定めら

}。 この両者は生産要素の組合せ及び数量を規定し,生 産函数 を定(きの)める。その意味で,施 業方法の牧穫

:及ぼす重要な作用を無視 されなV・が,本 研究では未だ贅料の不充分なため,tの 問題 に詳 しくは触れ

・。したがつて,ど ちらか と云( の)うと伐期令に重きを置 くこととなる。今施業方法{zつ き一定の生産函数

提とすれば,牧 穫量は伐期令の函数 と考 えてよい。事実林業の従来の取扱におv・て,特 に物理的牧穫

:つきかかる手法が普通にとられて来た。林分材積牧穫表がそうである。

期令(Hauberkeitsalter)は 一・林分の牧穫量( の)を定める一方,経 営では輪伐期を定める基礎とな り,

輪伐期(Umtriebszeit)は 作業級の牧穫量を定める重要な要素となる(ロ ね)。

の伐期令決定の方法として,森 林経理学上諸種の方法が挙げられている。就 中材積生長量などの物理

産量に もとつ く伐期令がよく研究され,又 多 く用い られているのは周知の通 わである。

の様な伐期令決定の方法は,林 業生産,更 に広 く森林生産の目的が多種多様であn,且 林木の生産期
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  聞が経済計画で充分に把 え得ない長期に亘る所か ら,そ の存在の 意義 を否定す ることは出来ない。

  、し,国 民経済の発達は,林 業の対象( )たりうる林野の区域をV・よV・よ拡大する。而して林業生産の主た

  分は,市 場生産を志向している。斯 る部分では,経 済的価値量としての牧穫量は,短 期的には市場需

  の関係におv・て定められているし,x.長 期的に も斯 る関係 を無覗 して計画することは,粗 暴のそしレ

  れまい。従つて牧穫量を経済的見地か ら見直す必要がある。                :/

   従来からも,伐 期令決定の方法 r 的伐期令(Oekonomisches Haubarkeitsalter) による,、

  せ られ る諸方法が挙げられ,屡 々その優劣が論議されたことがある。しかし,こ の様な伐期n の

  法 も,方 法 としての夫 々の長短を一般論 として論議するに止まり,1)そ れを用(へ)いて林業生産或は経

  性質を更に深 く理解すること,2)如 何なる場合に如何なる方注が用V・らるべきか,な どと云 う立万

  点に迄堀下げて行 く努力が欠けていた,と 老 えられ る。

   林業生産の目的は種々であるが,林 産物の生産経済としての林業に限つて も,そ の経済 目標の相違 ・

  り,得 ん≒する牧穫の種類及び数量を異にし,ひ いては之を定める伐期令に差 を生することが 考え1

  る。即ち,牧 穫量は立地条件は別として も,生 産の形態及び市場との関係に より,経 済的に当然変化1

  きであつて,そ の際基礎 となる伐期令も当然異つてくるべ きである。 しか しこの点は従来,用 材や薪

  の区別によるもの,以 上には追及されていない。

   以上の問題点は施業方法について も,そ れが経済的な見地から取上げられてV・なV・点で同様に云V・

  う。本研究では,こ の様ななおざりにされていた問題を追及する。即ち,牧 穫量 を中心 とし,そ の牧

  投 じた費用との関係から,経 済的に均衡する牧穫量が如何 にして定められ,叉 変化するか を,次 節織

  る林業生産の諸形態の場合につき,簡 単な事例にもとづき老察する。尚 この場合,単 に伐期令の問題1

  て取上げなかつたのは,後 述するが如 く,牧 穫量が主として伐期令の函数であるとしても,伐 期令の

  を度外覗して牧穫量の定められ ることが あり,又(ロ の)施業方法の変化 も一本研究での取上げ方は不完全で

  が一之を全 く除外しては論を進め得ないが故で ある。                   1

   註1)生 産函数Productionfunctionと1ま,生 琵物と,その生琵のために使用される生産要素との関係を意味す

      く交3)こ の生産函数は牧盆と生産費の関係を有利ならしめる基礎となる。

   註2)施 業方法の': 的な研究はそれ自体経蛍研究の重要な課題の一である。本研究では深くは之に触れないか,

     結果,キ 伐及び間伐牧穫の区分も特別に取上げる必要がなくる。                  ∫

   註3)多 くの場合生,:で もあるが・異令林杵業では一致しない。                  '
°  註4)異 令林作業・とくに択伐作業林では,伐 期令よりも生長量にもとづき牧穫量の定められるのが普通である。

      し,生長量を基礎とする場合でも,後述する牧穫量決定の機構には変りがない。

   註5)こ こでは単に異令林作業による林L生 産の場Llの外,林 業経営の場合を考えている。

          V
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         第 二 章  林業生産の諸形態 ご損盆

,F究 の準備的事項として,林 業生産の意義,生 産の諸形態,市 場との関係,及 び林業生産の牧釜と生産

D関 係を述べる。

             第 一一節  林 業生 産 ご林 業経 営

衷に林業 とは,「 土地(自 然)労 働力及び資本とくに資本財としての林木蓄積か ら流出する用役 を結合

L,林 産物に体化された効用を用い る生産経済である」 と定義する。之は同時に林業生産の定義である。

木業生産は,私 有林では林地或は森林の小規模所有の形で行われる ものの数が多い。其処では,林 木は

野に植物生産を続けるが,完 成品としての林禾は,多 くの場合聞断的に牧穫 され る。 この様な間断作業

易合を,広 義に林業生産の場合として,次 の林業経営の場合と区別しよう。

く業経営は,国 有林,公 有林及び大中規模所有の林業において見られる。 ここでは,土 地,労 働力,資

)固定される規模が大とな り,v・わゆる経営組織体を構成 し,独 立 した経済活動が可能 となる。即ち,

bゆ る継続作業を行い或は行い うる林業生産の形態であつて,略 継続して牧穫が得られ る( ぎお)(り)。

1下では,こ の広義の林業生産の場合 と,林 業経営の場合とに分けて,牧 穫量決定の機構 を読明する。

1し広義の林業生産では,農 業商業などの経営に従属する林業の,数 十年の長期に互 る生産期闇が問題

6り,一 ・方林業経営では,固 定 された生産要素に対する継続的な牧穫のあり方が問題 となるからである。

              第 二 節  林 業生 産 の諸形 態

ミ業生産の経済形態を,そ の追及する経済目標の相違により,次 の如 く区別出来 る( )(の)。

 1) 営利経済的形態

 2) 協同組合的形態

 3)共 同経済的形態

 4)家 計充足経済的形態

1利経済的形態は,資 本の集中を前提 とし,資 本計算の上に立ち,利 潤の最大を求むる経済形態で ある。

形 態の代表的な ものとして,企 業が挙げられる。資本主義経済砒会の現状において,純 粋に営利を追

.,他 の企業 と競争しうる林業の企業は未だ少い。会肚有林の成立は特に戦後において必す しも少 くは 鮎

レが,成 立の理由は,林 産物の価格の変動による投機利釜を得るか,木 材を必要 とする姉妹会肚な どの

 企業の要求によるものが多い。尤 も将来資本主義経済の発展に件 う資本蓄積の増加が,Hayekの 云(ズの)

1く国民経済を通する生産の迂廻を促進し,一 方資本の利子率が低下すれば,林 業部門で も資本の流入
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を促が し,い わゆる限界企業より浮び上 る企業の数を増加せしめる可能性はある。更に,林 産物の佛,

需要に応 じ得ぬための木材価格の縢貴の予想が大きければ,こ の傾( の)向を更に促進することとなろう。↓

し本研究ではこの形態 を取上げることにより,逆 に,何 故林業 に企業が発達し難いか,を 理解するこ卍

出来 よう。                     「

 企業とことなる協同組合的経済形態の目標は,組 合員の営利乃至経済の助成であ り,苗 木の生産,お

敷設などによりその成果を出来る丈組合  ar価に委譲することである。(対 内的)林 業では森林組f_c

その代表的な形態であるが,森 林法の改正に も拘 らす,生 産組合 として林業経営迄担当する組合は少Ψ

しか し,組 合が市場生産を目標とする場合は,許 され る範囲での営利の追及が行われる。(対 外的)

 共同経済的形態は,肚 会的性質或は国家的性質の公経済で,肚 会的な需要の充足を目標 とする。林螺

場合,国 家的公経済として国有林経営,又 公共団体的性質の ものとして公有林が挙げられ る。

 協同組合(対 内外)及 び共同経済は,そ の経済面にお"て,費 用補償の原則に支配される。更にそ`

業生rが 将来におけるより大なる肚会的需要の充足を目標とする場合は,一 時的に牧支が不均衡で,掴

を生す る場合 もあ り得る。家計充足経済的形態 も,財 貨に対する需要の充足を目標 とするが,共 同蟹

異る所は,そ れが私経済であることである。需要が林産物そのものにある時は,自 給生産とな り,需

林産物の生産を手段 とする貨幣にある場合は,云 わぱ企業の原始的形態である家業の一部 となる。 こ蔭

業は,農 業や中小商工業に見られ るが如 く,資 本計算を行わす,そ の所有する具体的な生産要素か ら彦

し,そ れから出来る丈多 くの効用を求めんとする。即(タコの)ち,家業は本来の意味の家計充足経済であ り,薯

の伝統Yz:支配 されて営利 に徹することは出来ない。ただ効用が貨幣によつて得られるため,販 売財を控

と同様に出来る丈有利な価格で売らんとする。 この様な状態の林業は少 くない。農家経済などに附随咳

小規模林業に多 く見られ る所である。 しかし,そ の進んだ段階zは,い わゆる所得の最大を追求する塞

が堂まれ,経 済の精碑において,営 利主義に近 くなる。林業の発達せる地方において,特 に大中規模a

林所喬者に見 られ る状態である。其処では,そ の所有する森林から継続的に出来 る丈大い所得を挙げ1

とする努力がなされる。

 第一一節に述べた広義の林業生産の場合,経 済形態 としては,営 利経済的及び家計充足経済的経営を牙

れば足 りよう。 しかし,共 同経済的形態で も伐期令の決定は行われるか ら,こ の場合をも考える必要力

る。一方林業経営の場合は,営 利経済的形態,家 計充足経済的形態,共 同経済的形態の夫々についで

する。協同組合的形態は,林 業経営の例が少く,且 その牧穫量決定の機構は,対 内的供給生産を目標差

る場合は,共 同経済的形態の場合 と同 じで,対 外的供給生産を目標とする場合は営利経済的形態の場'

近いか ら之を省 く。
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             第 三 節  林 業生 爺の 市 場 ごの関 係

詠業が市場に対し支配力を有するか 否かにより,之 を完全競争と不完金競争とに分けることが出来る。

完全競争 とは,市 場において売手 も買手 も,市 場に成立した価格を与えられた ものとして受取 り,そ れ

適応する状態を云 う。広義の林業生産及び多 くの林業径営は,完 全競争に近い状態で市場生産を行 う。

産物或は林木の売手 も買手 も多数であ り,し たがつて普通に販売価格が市場価格に支配されるのは,農

生産の場合 と同様である。

しかし,林 業で も不完全競争が見られ る,之 は生「董され る材の特殊な品質或は稀小価値のため・又購入

の運賃差額などが,需 要の逡好を生ぜしめ,そ の生i一を行 う経営に,或 程慶迄任意に供給量或は価格を

.9しうる地位が許される場合である。 この様に市場で勝手に行動し うる地位を独占的地位と云 う。

この様な独占的地位にある経営 も,史 に完全独占及び独占的競争の場合 とに分 ちうる。前者は,同 種生

物を供給する他の経営との関係では,そ の需要曲線が不変恒同性のものと認められる場合であ り,後 者

≧の需要 曲線が,他 の同種径営による供給の品質及び価格により,或 程度影響 される場合を云 う⊃林業

ギでは後者の性質のものが存するが,前 者については,省 研究を必要 とする。ただ完全独占にやや近い

奪を示すのは,屋 久島のスギ,木 曾のヒノキな どが考えられる。

,たがつて,狭 義の林業生産では完全競争を前提 として述べるが,林 業経営では更に完全独占と完全独

臓 争の場合を分つて論す ることとする。

             第 四 節  林 業生 産 の牧盆 ご生 産費

ヒ地用役,労 働用役及び資本財を購入して結合し,林 業生産を行 う場合,造 林か ら出発した林分の5年

)林令における,一 ・定の生産函数にもとつ く生産費 と牧釜の現在価の関係が,例 えば第一図の如 ぐであ

:とする(ゆ)( )。

 計算に用いた価値及び価格は,す べて昭和26年度の時価によつた。生産費の計算は費用価の方法により,且利牽は

 普通利率に近い5%を 用いた。くわしくは,計 算の基礎となる施業方法などを述ぶべきであるが,直 接の問題では

、ないから省略する。

  特に林分を対象として計算する場合には・如何なる方法を用いても,林業生産のもつ時間の特1性から,必 らず問

 題が残るがあろう。長期に亘る生簾費計算,ひ いては資本計算の困難なことを,林 業で企業の成立し難い一因とな

 すK6stlerの 如(ズユわ)き学者もある。しかし,本研究では各林令の林令間の損盆が比較されればよく・それには普通利 .

 率に近い利率を用いることで足りよう。                  (ガわ)＼

  更に生産費計算の方法に理論上問題がつきまとうのは,林 業だけではない。計算上・原価をとるか時価をとるか

 の問題の論争は長い。生産費或は原価を単に購入財の夫の意味に解するなら,そ の財の購入原価をとれば よいで

 あろ oし かし,この場合の生産費は・市場価格との対比のための妥当な誇価を必要とする。 「評価の場合には・

 生産費要素の生産物価値形成力の確定が問題であり,し たがつて過去の支出は,こ の価値形成力に対しては何等の

関係を有していなげ13)の である。即ち,こ の場合諏 売上価格 との対比1。おいて定められる生琵費秘 要なのゾど

 ・噛から,そ の計算上注意すべきは・過去に実際どれだけの費用がかかつたかではなくて,一 恐らく又到らぬ場合が多
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 い一現在の時点において,そ れだけの林分を育成す るのに,時 価でどれだけの費用を要するものであるか・と津

 こ とである。

            第_図 令階別林分の櫨(左 側)と生産費佑側)      ;

   第_図 で5勒 令糊 。,右方姓 碕≡避 左方は牧髄 示す.生鹸 における縦繍 贈 理 及飾

  費,点 線部は地代,室 白部は賓本利子額を示す。利子額は複利算のため林令80年 では,生 壷費の90%

  く6z する。牧釜 中片線部は立木価値(い わゆ る未実現の牧i), 点線部は間伐牧釜,室 白部はその禾1

  額を示す。この林分の自然的経済的立地は極めて良好である。造( の)林及撫育費=作 業費は,当 初10年1・ 、

  集中的に投ぜられ る。一方牧益は林令15年 か ら聞伐に より挙げられ,林 令25年 で牧釜の合計は生菌

  を凌駕し,林 令65年 で聞伐牧益丈で生産費をカバーする。                {

   註)こ の様な林業生産の場合・一生産期間を対象とすると固定費はなく,生琵費はすべて疏動費;変 動費と見られ.

     作業費は造林及び撫育事業に関する流動財費(苗 木代など)管理費は企業者努銀及び租税公課を含めた。但し1

     する国有林では租税公課はいらない。地代は借地料であるが,こ こでは計算し易い所から天然林地代を計入し:

      かかる生1の 形態において,生 琵の途中の時点に立つとき・過去に投ぜられた費用の合計が資本となろう。1

     一図では関係がないが,生 産途上の林木を購入する場合もある。この場合は購入原価ガ開業資本となる。しか

     林分の生産の場合は,一 生琵期間にこの資本を回牧する必要があるから・この資本自体の時価に爾後の費用を

     したものが生琵費となる。

一  以上に示した人工造林の例 を,今 後広義の林業生壷や経営の牧穫量を老える場合の基礎とする。本覆

  ではかか る方法をとるが,実 際にはかか る事例一つだけでは,不 充分であるか も知れない。造林地にイ

  ても損益に変化のある場合や,天 然更新の場合,薪 炭林の場合などにつV・ても考究するのが,牧 穫量
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をよ り正確 且確実 に知 る所以で ある。 しか し,こ こでは牧穫{員1決定 の機 構 を理 解す るのを主眼 とし,共

り別箇の事例 につい ては,今 後の研 究にゆす りたい。

 E1)林 渠経営をこの隊に保続 杓(厳 正ではなくても)作 業を肖む ものに限ることについてば異論を生 じうるっ例えは

   ammnの 「一定の財貨生産と云5技 術的なH的 のiG地 から,一 つの単位体としてあらわれろ生琵卒均の結合」

   と経営を解するなら,此 処に云5林 業生謹の場合も経営 と称 しうる。 しかし,本 研究では,独 、'紛経済活動を営

   み5る 経済単位としての組識体を経営 と解しておく。

 E2)こ の1～3の 区分ほMellerowicLが そのallgemeine Betriebs wirtschaftsiehre に刀(ズめ)≒した所である。爾

   考 え方からは,1)が 基本的形態であつて,2)以 ドは之に目標の附加 された特殊の場合 とも考えられよ う。

、匠3)人 口の増加,及 び浦費生活水準の向上にri=い,こ の予想は確実度が高い。 しか し,そ れがどの程度にあらわれる

   か を現在では明かにすることは出来ない。

 E4)牧 盆 の基礎となる林分牧穫表は,吉 野地方地位中の分を勘酌 し・仮に作製 したものを用いた。それでも林木の生

   長は まわめて良好である。尚立地が良好な程 この様に聞伐牧釜は注目すべき価をとる。

1    第 三 章  広義の林業生産における牧穫量

臆 も単純 な場合 として,単 独 の林地で林業生 産の行 われ る場合の,牧 穫量決 定の機構 を述べ よう。 この

腎販売価格が市t./h/JI格に 支配 され るの は,農 業生 産の場合 と同様で あ る。即 ちその市場 は多 くの場 合完

境争市場 と殆ん ど翼つてV・ない。

           第 一 節  営 利 経 済 的 形 態 の 場 合

7企 業 が継 続 して繰 返 し林業 生rを 行 うとす る。上 掲第一図の如 き牧 各汲 ぴ生 産費の発展 を示 す林分の

肱 牧 穫}遊 定 め る伐期令決定の方法 と しては,経 済的伐期 令決定の方法 と して種 々挙げ られ るが,企(ぼギリ)

i利 潤 の最 大を求 めて生 産 を行 うか ら,最 大利潤 を与 える林 令を以 て伐期 令とすべ きは云 う迄 もなv・。

}}るに,林 業生 産の場合,利 潤 その ものの最 大 と,利 潤率即 ち利潤の資 本に対す る比 率の最 大とは必 ら

 ,も一・致 しない。 今第 一図に もとつ いて,林 令別 の林業 生産の利 潤及び利 潤率 の変 化 を見てみ よ う。

1)利 潤 の変化

:こ で は,利 潤 その もの の変化で はな くて,そ の利潤 を資本化 した利 潤資本価 曲線に よ り,そ の変化 を

kう 。蓋 し資本価 を用い るの は,継 続 して林業生 産藍行 う前提 の下 に,伐 期令 を異にす る林業生 産の聞

 ),利 潤 比較 を可能な らしめるた めで ある。

 淋 評価学 の基礎知識 に もとづ き,牧 釜 をAu, a, b, c,・ ・一 各年度の閤伐牧 釜 をDa, Db, Dc,…

・休費c,管 理 費v,地 代BO.OP',利 率 をPと すれ ば
       、

,
,林 分 牧,.nor(後 価)=Au+Da 1. Opu-n+Db 1. Opu-b+Dc 1. Opu-e+… …

從つてその資本価K・ 一 工。1
Pu=τ{A・+ΣD・L・ プー弓

林 分 生 艘(後 価)一(・ ・ …+・)1.°pu-10
.Op・ ・L・P°
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從 つ てそ畷 本価Kk=-1 .Op°-1+O.Op

 か か る計算 を林 令別 に行い,林 令の変化 に伴 う牧 釜,生 産費,利 潤の変化 を資 本価(前 価)に ょ り扇

たのが,第 二図で ある(まに)(ラ)っ

'

 生 産 費資 イ葛価は,牧 穫が幼 令林 よ り壮老 令林 に進む につれ,当 初急激に,30年 以 後は緩か に滅 少し・

年以後 ぽ殆ん ど変 化がない。 一方牧 釜資本価は,林 令が 大とな るにつれ 壇加す るが,45年 でn,/:(高値 を示

爾後再 び低下す る。 この 両者の差額 としての利 潤資 イく価 は,22年 過 で正値 とな り,そ の後 急塘 し,45`-x'

極 大 値 を とり,そ の後は滅 少する。 以上の関係ぱ,そ の年額=資 本価 ×利子率 をとつ て も変 らない。 .

 2) 利 潤 峯の変化

次に棚 捌 に利潤勤 変イヒ観 るが遭 接に利潤競 箏拙 せす・次の牧紬 線をもつて,こ の変化琴

ることとする.け だし,こ の 方法に よつて略 林線5の 利潤率醐 嗣 変イヒをも知ることが出来 る醒

ある。                                         ・

 第二図にもとついて,次 の二種の牧釜曲線が導出され る(ユげ)(リへ)っ

 イ)平 均牧nn曲 線 各林令における単位生産費資本価 当り,牧 谷資本価の変化を示すもの。単位生

   琳 髄 側z・,000円 ・す鳩 ・の単位当り櫨 琳 価一KeKk・ ・欄 とな り淋 令別に'

   価 を算出 し,グ ラフに示す。
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・)期 間牧釜 曲線 各林 令開の単位 生産費資本価 の差額 当 りの牧i_.!mi資本 価差 額 を連ねた もので あ る。

輔 牧釜灘 灘 繍 一×・脚 円

乙の雫均牧釜曲線では,林 令の増加 に伴 う牧liii逓塘 及 刀窪逓減 の法則 が,如 実 に示 され る。 この曲線は単

生産費 資本価 当 りの牧 谷資 本価 の林 令別変化の軌 跡 を表わす もので あるか ら,こ の 曲線 と単位生 産費 線

,000円)と の 闘に・夫 」・その利潤 率に比例す る数値(ぱなラ)が示 され る。 それ は林 令22年 で 正値 とな り,最 大

は45年 強 で与 えられ る。 第三 図を参照 されたV・。

                     Ke-Kk        __      Ke-Kk
註)図 に 示 され る牧 盆 と生 産 費 の 差 =1,000]× Kk一 で あ り・ 一 方 利 潤 率はP× Klc で あ るか ら・

  両者の値は正比例する。1,00り円 の代りにpを 用 うれば,そ のまま利潤率を示す曲線 となる。 したがつて・こ

  の図の牧釜の数値が1,000円 よ り大きければ,利 潤牽 〉 利子牽である。

㌦一方期間牧釜曲線は,他 の生産業では見 られない奇妙な性質を示す。之は,各 林令闇における生産費資

緬の減少の速度と,牧 釜資本価の壌加の速度(40年 頃迄は)と の比 を示した ものである。生産費が減少

'るのに牧釜が壇加するとい うことは
,普 通は考 えられない現象だが,之 は林業生産につきまとう時聞差

絵却 した場合に生する特殊現象である。この期聞牧釜曲線の性質につV・ては伺検討を要するものがある
さ

拷えるが,兎 に角之は,伐 期令の延長に俘い期間生産費が一単位減 少した場合に,期 闇牧釜が櫓加する

駒を示す曲線である。 したがつて,図 の期聞単位生産費線(単 位生産費線と同じく1,000円 の牢行 線)

歎 この期闇牧釜曲線との閻に,そ の期間の単位生r 当 り利潤檜加額,ひいては叉,その期間の利潤率に
竃

齢 ・数榔 示され調1こ の曲線は,当 研 離 釜醐 よりも舗 趾 昇し,生 産獺 輔 曝 癩 向

1二灘:難糠 瓢 砦鷺灘 翻灘灘 簾 鴛高
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牧 径曲線 との交 点に応す る林 令で与 え られ,こ の場 合45年 強 で ある。

 尚 この両曲線 の性質か らして,李 均牧 谷曲線 は長 期目野に二互 る伐 期令の比 較,期 間牧 待曲線は短 其月闇の

期 令の比 較に用い うる もので あ る。

 以 上で 閤接的で はあるが,林 業 生1奉にむ ける利潤 及び利潤 率の変 化の例 を示 したっ利 潤において有莉

伐期令は45年 とな り,利 澗率では45 -ml'-hxとな つた、 両者の結果ぱ殆ん ど.・致 するが ・必す しも完全 .

                                          詫5)蓬

は 一致 しない。 何 とな ら,林 令の壌加につかとレ産費資 イミ価が 低下 する ことが,影 響 す るか らであ る。而

て企業 ぱ資本の効率 を最 ノくな らしむべ く努めるか ら,利 潤 率の1[xhで あ る45年 強 を均衡的lj之期令 とし

選 ぶで あろ う⊃

 次 に企 業が唯 一回限Y)(Tj林 業 塗卜産を行 う場 含は どうな るか 。 こσ)場合 は,即 ち一回毎 に伐 期令'を異に

うる林業 生産で は,今 迄 の資 木価 に もとつかす,前 価 で計?;Tし 直 し,そ の価 を比較す る必要が ある。而

て この 前価計算 に よる場合 は,術 釜費前価 も普通の場合,林 令の塘加 にイ皐ケ 蔦順調 に塘 加す る。 したが
,

て 期 間単位生産費糸;長は単位生 産費線 と一致 し,之 に もとついて,箪 三図 と同様のpl,j牧q%曲 線 を描 くこと

出来 る。 而 して この場合ぱ,両dL線7)交 点が若干 右 加ご移動 され るか ら,第 三 図に比 し,均 衡的伐期令

爾若干延長 され る、,                    '             ,

 但 し,こ の場,Aは 次 の/!:意 が 必 要で ある。即 ち,1賦}冷 を1県にす る林分 の損 径を圭ヒ駿す るので あるか ご

若い林分の伐採 に より得 られ る利潤 を他の事業1こ投資す る ことに よ り,生 する予想牧谷 を もその利潤に 顕

算 し,夫 勤 脚 ・研qの 柵 藍 鰍 す る硬 が ・1・る・ 斯 るF-;rは 締 跣 では省略す るが・側 ・そ の結果(ぎ);

第 三 図の如 くたつた とし よう。若 し,そ うな るな らば,こ の場合,最 も利潤の大 きいfki1ItJA,は,図 のQ

に応 す る夫 となT,で あろ う。即 ちこの場合P点 に応 する均御ri臓 期 貸は 利 潤の最 大を与 える ものでは

い3即 ちr利 潤 率でほ,均 衡的伐 期令よ り僅か に低 いと して も,他 の事業の利 谷を も計算 に入れ乍 ら,・.

点迄は正 の期 開利 潤が加算 され::icら で ヨうる・即 ちQ点 に応 する伐 期令が最 も有禾[1な伐 期 賢となる・1

(但 し・生・讃 淋 脈,こ の1艦 んど変化のないこと掴1齪 とする・)糺 淋 業生・初 看欄 が押.

事業の夫 よりも低い場合には,速 かに伐期は低下し,資 本は林業を離れるであろう。      "

 次に,市 場の変化する場合及び施業方法の変化する場合 につき一言しよう。

 1、 市場の変化する場合

生醐 鄭 生顧 勲 ・市1るに 変化のある・胎 拷 える.そv・結果は,将 来蛾}齢 も,現 蝋 脚 可,

を決める判断もiii,なりうるか らである。                        ξ

 この点詳しくは,前 記利潤の変化の項で挙げた/j式 に4,とついて,利 潤率の計算式 を求(ロコの)め,之を

する諸因子の変化 〉〉利潤皆ミに及ぼす影響を検討する必要があろう。 しかし,こ こではこの点に立 入

とを止めド 般 的に云 うと,生,布物 及び生腰 素の価格の変化が,各 瀦 の林分の牧微 脱i療 費に .

徽 影徽 及ぼす限 ・),第三図・・紺 肝 轍 鋤 線の点1・ は,一 般に変化 し難 く・ したがつて 甥 、

                         '
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期制ま余 り変化し得ないと云えよう。この様な場"i-i-・一一 而して一般にそうであるが一 伐期令は固定的

なる。次に,一 回限 りの林業生産における有利な1以1冷 は,仮 に第三図を用 うれば,Q点 に応する林令

あ'1が,之 も均衡的1毬 怜 が変化しな野限 り・殆んど変化 しないと云つてよいであろう。然 し・何れの
`

合で も,利 子率に嚇 黄があれば,!以 怜 は多少変1け る・

1更}・・現実踊 椥 ・変化で臆 くて・蘇 の市場需要の腕1と 云 う腿 が入ると・締 は著し撰 る・

め場合は,同 一時点での変化、した価格による計箕ではな くて,異 れる時点での計算の結果が比較される

筋 である。例えば第三図において,現 在P点 に応す る林令の林分で あつても・将来更に 嵜しく利潤が

'1(1する価格 賛想の場合には,牧 穫を延期することがあり得る。しかしその場合で も,牧 穫後に継続する

 生産における均衡的伐期斜ま,生 産費 と牧'(nとの関係に著しい相違を生 じない限 り,依(コリ)然として余 り

'
らないであろう。                                 ・

2) 施業法z)変 化する場合

覗集には,造 林の立地 を一定 として も,加環 左法は種々変化しうる。伐期令は一つで も,作 業種,造 林

育の方法,闇 伐の方法とその時期など多様な組合せがあ り,そ れによつて生産函数は異な り,牧 穫量は

P化す
る。而.してその場合,造 林のド撚 的立地条件に施業方法が適合しなければ,施 業を集約にし費用を

投しても,牧 穫「、1:が塘加せす,却 つて減 少することも生じうる。

撚 し…般に施業方法 を誤 らなければ・施業方法を通する労働及び資本投下の集約度を壇加するにつれ・

 .はIf加するであろう。即ーち,林 業生産でも先づ土地牧穫逓壇の傾向が示されよう。次いで更に集約度

 加し,費 用を塘投すると,単 位費用当 り牧4は 比例的 とな り,や がて逓減 に転 じよう。即ち林業生産

1も土地牧1で婆逓減の法則が作用すると見られる。 このことは単なる推測の域を腕し,経 験乃至事実にもと

き安当なことが判断され よう(おド)(ミジ)。

辻地牧穫逓減法則の作用する限 り,林 業生産で も,与 えられた立地において最 も有利な生産函数を定め

 業方法が存するにちがいない。更に詳しく云えぱ,一 ・定の立地と一・定の伐期令に応 じて,最 も有利な

 方法がある筈である。今迄は単一の施業 方法による場合の伐期令の変化に応する林分の利潤及び利潤

め変化を検討したわけであるが,正 しくは,各 伐期径における最 も有利な施業 〃法をも併せて考えなけ

賦ならぬであろう。しかし,こ の様な点につV・ては,未 知の点が多 く,従 つて詳しくは今後の研究にゆ

一ることとし,此 処では,施 業方法の変化に注意せねば ならね こと丈 を述べ るに【Lめる。
4

.以上で,企 業が林業生産を行 う場合について,最 も利潤率の大い牧穫 「権 与える伐期令決定の機構を述

z た。しかし果して企業が林業生産を行 うか どうか,と 云 う根 木問題が残つている。一般に林業生産

・ける資本の限界効峯が低い こと
,且 資本が長 く固定 され,企 業の本質的な動態的活動が行し・・難い こと

1林 業に企業資本の入るのを妨げている。若 し一回限 りの林業生産において,他 の事業 に投資するより

 利な利潤 を挙げうる伐期{}が 存 しうるな ら,こ の林業生産は更に継続しうるわけであるが,斯 る場合

 、



は,理 論上は少いであろう。                             薦

 其他会肚有林が他の木材を需要する企業の経済目標にしたが う場合は,工 芸物伐期令 (Technisc'-

Haubarkeitsalter)が とられ,そ れにしたが う技術理性Vzも とつ く最大の物的生産が行好っれ る。

             第 二 節  家 計充 足経 済的形 態 の揚 合



;而して・この伐齢 決定の方法は・主として齢 労働を用いて林難 醗 行 う場創 τ適 用しうる・し

レ,現 実iは 必す し も一ヒ地純牧谷の最大 を追及 して伐期 令の定め られない場 合が 少 くなV・・ この点 につ

'て老慮すべ き事情 は複雑 で あるが
,此 処では資産維 持に重点 を置 く場 合,労 働所得に重点 を置 く場合,

顕 伐期令の決定方法に相違 を生 じうる ことを述べ るに止 め る。                 ,

1)資 産 維持に重点 を置 く場合

・伝統,名 誉心,信 仰 などに もとつ いて林木 を維持す る場合 は,経 済的 な問題では ない。家計の不時 の需

 (現 物 或 は現金)に 充て る生産 目的の場合 も現実には 少 くないが,こ の場合 も予 め伐期 は決定 され得 な

、6し か し淋 木が この 様庵 〃芒産 として備 し隊 計 の不時 の需 要硫 足 しうることは・ その所儲 をし

旨
,極 力伐期 を延長 し,林 イくを維持 しようとす る意 向を もたせ,い わゆる過熟 林分 を維持せ しめ る場 合 ぞ

1生ぜ しめる
。 しか しそれ も程度 問題 であつて,一 方現 在の所有者 は云わば労せす して林木の伐採或 は販

によ り,現 物 文は現金 を牧得 しうるので あるか ら,家 計に余lliaのな い所有者 は, v・わ ば威熟 期に到達 し

Fくて も
,之 を伐3或 は売却 す る こと もあ りうる。 所有者の決意の外 に,家 計 に余祐が あるか否かが,伐

  に長 短 を生ぜ しめ るわけであ る。

 か し;之 等 の場合 において も,出 来 る丈林 木を有利 に処分 し,そ の効用 を大 な らしめん とす る経済的

 の意 向 も併せ て働 くものであ るの を否定出 来なV・。純 粋に この側ftii丈を取上げ て伐 期令 を考 える こと

 来 るわけで ある。 しか し,こ の場合で も,多 く過去の生 産費資本 及び労働投下の態様が全 く不明 なの

 殆 ん どすべ てだ と云 つて よV・で あろ う。従 つて,そ の際 は,森 林1'F価 学 の教 える林木 期望価(Holz

  andrerwert ungswert) の最 犬の伐期令が用い られ て よい こととな る。

・註)林 木期望価の計算式は次の通 りである。m年 生の現在林木の場合

ごHEm.一 迦 一一f-`'Dn 1.°p n-n-(BL呈 上 過Pし12ヒ')               1
.Op u-m

盈『 但 しこの場合土地の効果を考えないとすれば地価Bは 省略される
。

贈 ・v-一 鵡 であ・・爾・の場合土・・融 鰻 大破 期令・・関係を述d'べき磁 が撚 す・・

 に伐 期令に近い林木 については,い わ ゆる指率(weiserprozent)が 用い られて もよいで あろ う(くが)(はリド)。

 ・註)指 傘の計算式にはいろいろあるが述べるのを省略する。今x年 の林才の価格Ax, x+1年 の夫をAx!-1・ 之 を

 一 立 ててをくに要すろ資本はAx・B†Vだ から,年 間の費用は(Ax+B・V)0・OPで あ り・したがつてAx卜1

 1' -aX+(Ax+B+マ)0. OPに よ り威熱期を到断するもので当,る○前に述べた朋聞牧益 と期聞生燕費は, AXロ

   ーAxと(Kx←B+V)0. OPを 連 年比較 したものである。このKxはx年 における過去の生産費を云 う。

  して との指率 式 を月1うる場合 に,土 地の価値犠牲 を計 算に入れぬ とすれば,計 算に 入れた場合に比べ

 令 が若干延長 されるのは云 う迄 もない。

 渉 労働所得に重点を置 く場合

 '4)生産機会,例 えば農業生庵の成果と比較するには,林 業生産の牧盒の中所得となる分を自琢労働所

  ・で取上げることが考 えられ る。 この場合は,林 業生産における総所得資本価から,単 位自家労働当
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りの所得・額(現 在価)を 算出 し,之 を農業の夫 と比較す るわけで ある。 この場(むり)合は,自 家 用薪 材,飼 風

な どの原料採取高 に対 する評価 を も併せ て行 い,加 算 す るのは当然で あ る。 しか しこの場 合,林 業翁

樹 種,林 不嚢が閻題 とな る。けだ し,労 働 の集約度が粗 放な場合 に,反 つ て労働 単位,当 りの所得 は大 とな

のが普通で あるか らであ る。 即 ち,薪 炭 林の方が用材 林よ りも,又 マ ツ天然 更新地 の方力§スギ人 工造林

よ りも労働 1 りの 所得が 尺となる傾irl1があ る。 したが つて,こ の様 に労働の櫓加 こつれ溺 戌す る限

所 得曲線の如何な る労働 量の所迄,林 業生1董に自家労働 を振向 け うるか に よ4,泌 に樹 腫,施 業方法,

期 令な どが決せ られ ることとな る、 この点,詳 し くは農業生1旭 こお けろ自家 労働の限界 所得 との比較な

を行 うの を必要 とす るであ ろ うが,そ の農家 に生 産 嘱業 を行 う期間 に労働余 剰の 仔す る場合 は,極 端に

その生 活費に等 しい限 界所1腎を得 られ る労働1:1:に迄,之 を高 め ることが 出来 るであろ う。 しか し.,そ れ

労働の投下の期問が,造 林地 の場合 で も当初10年 内 外 にコ.り,一 ・方牧 径の挙 るのは,遙 か に遅れ るの

か ら,当 初の闇単な る労働投 下に堪 え得 ろ生活余剰 を有 さねば行 えす,若 し之が ある として も,農 業生

の限界所得,或 は賃銀7k準 の 高い場合は,投 下労働 _が減 少す るで あろ う。

 以上 で,一 般的 な場合 として,土 地紳牧 盆最 大の伐期 令が取上げ られ るが,資1欄1特 及び労働所得に

点を置 くことに よ り,伐 期 各が種 々変化 し うる ことを述べた。現実 にぽ之等 の場 合が 種 々錯綜 して現わ

る外,卿url給 生 産 も加わつて,複 雑 な姿 を示す ことが あ る。 自給生 産については,効 用の無差別曲 ・

の関係 を も'考慮す る必要が あ り,そ れ 自体 一つの研 究課題 であ るが,11で は 述べない。

              第 三 節  共 同 経 済 的 形 態の 場 合

 国 有林 や公 有林での生産 は多 くの場合,経 営 において行 われ る。 した がつて,そ の牧 穫 量の決定は,

来 [`2の問題で あ る。 しか し,そ の経営 も多 くの場合,一"L.の 伐 期令に もとつ くIl儲恩liを 定 め,そ れに

つて牧 穫 甲:,即 ち毎年,或 は 一定期 開の標準1冒 采量 を定め る 方式 を とつ てい ろ。 したが つて,こ こで 蓬

期令の決定は一つの問題で ある。

 第 一 国 有林の場合

国イ淋 には,さ きに特 別ζミ計制度の成立Lll'い,企 業会 計の制fが と り屈 τられ,一 ・見企業 眈 勲噸

された ように見 える。叉その様 に解す る実際家 も少 くない。 しか し, - i   け る国家.星営 白体`

立 が,一 に格済発展の渦去及び現在の段階{こ毒 け る林業の特殊事惰 に発 す る もので,そ れ は,私 企業俘

瀞 生む【眠 偶納 又祠,鋤 猟 劉 節するII,Cで あ り例 したカ・つて,奈 醍 ぼ みて劇 ・麟 の!

を顕 示し うる もの ではな く,イ く質的 には いわ1ρる費Ill補 償 ◎「!:測に したが う,と 皆えられ るじ

註)国 民経済の'ic!}?一!,人口の沿加及び交化の向 ヒに!株 ・林蓬勃刀の需要ノ)ll}加を欝ら'1。 一方林業生蔑の集約度(り)の

  は,個 別fu'.:済の事情にノ,右されて遅h二 ろ1,の が 慶ノリ,し たがつて需要墳加の速度は,生 滞量増加の魍 虻を上

  こ とが多 く,そ のためえ;裕r生葎力を罐成する最尋,重要な要素で表,る蒋、林蓄積の侵蝕と悪化を来たし,生 爺力の

  を結果する。之は歴史的にも各国に見られろ現象である。 この私的生爺の傾向と荊・会的生薩の必要との矛盾を
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 し,国 民経済の需要を紺続的に充足するのに役立.つのが,国 有林野制度の一つの任務である。加 うるに国土保安や

 i会 政策的任務 も重大である。

 用 補 償主義 は,ケ 豚il ll義 とI」盲1勤,経 賞に課せ られた上 位価値1牒 にL/た がV・,経 営生産 を行い,原 則

レて要 した費用(コてハ) の補 償な もJて 満足 する一 ・かL,そ の 場合. i-,V価1!}鴇標 ぱ,経 済政策 的, li{:会政 策

 国家 頑祉灼 等 々種 々ii fi-,・う る,而 して之 穿の 財 庶士,1ド宇として伐期 餐,施 業 方法 を定 め られた もの

して経営 に課 す ことが ある。 この様な結 果は,個 々の林分については,部 分 的 に不1i潤,或 は損失 を生ぜ

治 る二 しか し,国 有林格営全体 としては,費 用補 償の原nqに したが うと云zる で あろう一

.したがつ て・ こ こで は・伐期 翁或は 施業 与法が与 えられ る場合 と・ 之等が 費用補 償の原則に もとづ き定

ちれる場合とに分つて述べることとする。

1 伐期令や施業 方法が費}}1補償の原則に基し「・て定められなv・場合              、

1) 営利経済的形態と1司一決定一方法がとられる場合

潤有林で も部分的に私f林 と同様に優良な立∫也に存するものがあるc国 民径済上,か か る部分を国家経
                                              μ髭16)

 含 める ことの可 否が岡題か も知れ なv・、.しか し模範林設 定に よる技術指埠 のた めの林分 や部分林

 .優 良 な玉「だ地 と不良 なそれ とが交錯 し,し たがつて この両者 を合せ て管理経 営を行 うのが,国 民経済.ヒ

 もイ」利 な場合が 少 くない。J'{z,優 秀 な技(ロ)(モ)術とICI家資 本の集 中投 下 によるた めに利潤 を生 じうること

ある。か くして,国(コ)有林で も技術理 性(はロハ) に もとつ く林業 生産 においてダ利li均を生す る部 分が 仔在す るこ
「1

とな る。かか る部 分にむいて %a>段 と して,営 利;1面斉的 形態J)腸 合 と同 襟の手続 によ り,伐 期 各及び
K

 方法 が定 め られ よ う。 しか し,之 等 は,林 業 窪営におい ては,部 分林,漠 範林な ど特 別の場合 をのぞ

 体 と して,費 用補償の原則 に よ り修正 を うけ ること とな るこ

の 政策的 日標 に よ り定 められ る場合

期令について も,一 定の 用途 に対 し,最 も適 当な材種 を与 え る林 令を もつて伐 期令 とす る工芸的 伐期

、(Technischer Haubarl(eitsalter)或 は材積牧穫最 多の伐其「冷(Der Haubarkeitsalter des gr《}βten

ssenertrages)が 用(しエにめ)いられ、る ことがあろ。之 等は坑 木,バ ル ブ,婿 炭材な どや特 殊な用材 の.生1捌 木に

 て老 え られ る。 之等 は,地 房蚤済の振興や 祠:会政 策上 採 用され る。

風致 林や保安林 では,目 的に適 つた林 形の森林 を維持1,効 果 を発揮 するのが原則で あるか ら,rk#cry

、決定 されぬ こと もあ るが・ 一般 にはいわゆ る生理 的伐期令(Yhysister Haubarkeitsalter)が と られ・

 業 一方法 も指定 される。

)之 には,朴 木の史新に適当な時期を伐期 とL;フ)もの,朴 木の自然的枯夕丘の時期をfk期 とするものが区別される一前

 者は天然史新を行 う必要のある場含にとられるが,一 方生立 している林木を極力長,誇に亘 り存続する場合も念めて

1考 えられよ5。 その極端な場合が後 暫L(三あつて,病 虫害末や枯1饅木,風 倒木の除去の程度に止められる。
≧

、か る保安林業では,多 く¢)場合損失 を生 す る。 しか しこの点については,そ の地 方産業や経済生 活に

,る サ ー ビス用役 についての 経済効果 の測定 を行 えぱ・ 国民経済 としては必す し も損 失で はない ことが  ,
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   多い。

    皿 費用補償の原則に基いて定められる場合

    この場合は,施 業の粗放化を図ることにより費用補償の原則にしたが う場合と,集 約化を図ることh

   り,原 則を維持する場合とがある。

    1) 施業の粗放'化を図る場合

・   1に 述べた薪 炭林生産の場合の如 きは,工 芸的伐期令を採用するが,之 は必すしも利潤を得るのが筐

   ではな く,生 産物り価恪で 多く費用補償の性質を示す ことがある。特に肚会殊策的 目標にしたが う供美

   慣行特売による薪炭林の場合などはそ うである。かかる場合は契約によ り,施 業に必要な覚働は地元ボ

   が提供 し,生 産物をその代償として取得するか,或 は費用補償の程度の価格で生産物が売却 され る、超

   施業は…般に天然更新に よるもので粗一放である。

    次 に伐期令自体に費用補償の原則が適用され ることがある。この場合,立 地及び施業方法を一定 とづ

   ば,牧 穫量は伐期令の1加 する函数であるから、費用が牧益により丁度補償される伐期令は,第 三図Y

   V・て,単 位生産費線と李均牧谷曲線との交点Sに 応する伐期令である。之は林業生産の立地の 良餓

   合は,著 しく延長 されるが,一 般に国有林の立地は不良だから,全 体的に平均牧釜 曲線の項点は右方函

   動 し乍 ら低下 し,し たがつてS点 に応す る伐期争とP点 に応する夫 とは,相 互に接近するであろう。

   に立地が不良になると,両 曲線は一点で接し,営 利経済的形態の均衡的伐期令と同じになる。   ・

    この平均牧盆 曲線と単位生産費線の交点Sに 応する林令を伐期令 とす るとき,之 を仮に 費用補償0,

   期令と名づけよう。之が他の工芸的伐期令や材積牧穫最多の伐期令と異る所は,営 利経瀦的形態での釘

   的伐期令と同じく市場の影響を受けることである。.

    この費用補償の伐期令は,第 一に国有林生産における伐期令の延長 を規制する意義 をもつ。即ち,i

   伐期 令以上に達すれば,そ の生産は損失を生するからである。次いで,好 むと好 まざるに拘 らす国有

   産におv・て斯る伐期令による部分 を事実相当包含することにより,国 家資本を節約する意味も無硯さ毒

   で あろう。即ちこの費用補償の伐期令は,一 般にそμ)他の伐期令よりもタ同一生産条件なら,長 期と旨

   か ら,第 二図におv・て牧釜資本価 も低下する代 りに,生 産費資本価 も減少し,よ り小い資本で林業生1

   行 うことが可能 となるか らである。第四章に後述す るが如 く,国 有林経`4が 部分的 に施業の集的度を1

   る部分(優 良林地及び奥地林)に おいて,営 利経済的形態に於けるよりも更に大v・資本を要する場合

   する結果,一 方において資本 を節約する部分を必要 とするか ら,こ の様な部分に遍用され うる。尚そA

   果は,営 利経済的形態では普通得られない長大材の生産 も可能となる。

    2) 施業の集約化 を図る場合                             .

    後述するが如 く,技 術理性にもとづき定められた伐期令や施業方法が,国 有林経営の見地か ら費用

   の原則により,再 修正を加 えられ得るが,此 処では省 く。
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その他にも,上 位価値目標により,施 業の集約化が図られ る場合がある。即ち地方的な余剰労働の雇傭

増加するとい う肚会政策的な見地か ら,施 業の集約化により牧穫量を増加せんとする場合が之である。

の場 含は,費 用補償の範囲で伐期令と施業の両面にこの意味の調整が加えられるであろう。

叉奥地林の林業生産力を高めるため,場 合によつては当面損失を生じても,施 業の集約化が図 られ るこ

がある。それは,将 来牧穫量の増加の場合 を予想して,大 面繊 こ比較的集約な林業生産を行 うものであ

。其処では,将 来のこの様な部分での林業生産のための,設 備の改良の際の費用補償が万能なら,そ れ

応 じての伐期令が採用され よう。

第二,公 有林の場合

公有林 も,都 道府県有林,市 町村有林,部 落有林など,又 その中で も,林 業生産の目標 を異にす る諸種

)場合を含むため,伐 期令の決定方法 も夫々異な りうる。

水源洒養,土 砂拝止,風 致保存な どの保安目的から森林を維持す るのが直接の目標である場合は,生 理

伐期令が第一に考えられ よう。地方林業の指導,市 町村の財源林 としての林業生産では,営 利経済的形

の伐期令の決定方法(ごをモの)が適当と考えられ る。但し,財 源林 として不時の用に供する予備林的 目標 をもつ

合は,伐 期令は延長されようが,長 くとも費用補償の伐期令以上rは 達せぬであろう。又地方経済に対

ての原料木材の供給は,牧 谷資本価の最大の伐期令材積牧穫最多の伐期令,或 は工芸的伐期令にもとづ

・て行わるべ く,祉 会政策的目標による入会林野で も工芸的伐期令,が 探用するのに適当であろう。

したがつて,公 有林の場合 も,国 有林の場合と同じく,伐 期令決定の機構に直接費用補贋の原則が作用

ているとは云えなv・,そ の様な場合 もあるが,そ れは限 られ る。 しかし,こ の原則が伐期令に作用して

ない場合で も,立 木の売却価格の引下,或 は雇傭労働の増加などを通 じて,費 用補償の原則が示される

とが多く,更 に経営としての牧穫量には,そ の傾向が明 らか となる。

              第 四 飾  要     約

1)林 業生産における牧穫量を決定する伐期令は,経 済形態及び直接の生産 目標によつて,異 りうる。

2)林 業では,純 粋に営利経済的形態の生産は困難であるが,こ の場合は,乎 均利潤率の最大を示す均

的伐期令が選ばれ る。但し一回限 りの林業生産では,最 大の利潤が追及され る限 り,均 衡的伐期令より

nに高いより有利な伐期令をもちうる。

3)家 計充足経済的形態の場合は,一 般には土地純牧益最多の伐期令が適当と老えられるが・資産維持

重点を置 く場合は,林 木期望価最大の伐期令,或 は指率式がその時々に用いられて.よく,一 方労働駈得

重点を置 く場合は,農 業生産における自家労働の限界所得と,林 業の夫との比較により伐期令も影響 を

ける。 ここでは林業労働所得最多の伐期令なるもの も考えられる。

4)共 同経済的形態の場合は,異 れる上位価値 目標が存するため,必 らすしも一定の方法は考えられす



生理的伐期令,材 積牧穫最多の伐期令,工 芸的伐期令,牧 釜資本価最大の伐期令,営 利経済的形態の

令などが,夫k存 在の意義 を有 している。而 して之等の何れの伐期令におv・ても,施 業上多かれ少かれ .

用補 償の原則が作 用し,更 に伐期令に も費用補 償の伐期 令が生 じうる。             、

 5)決 定 きれた 伐期 令は,市 場価 格の変化 の予想 とい う要素が 入 らぬ限 り,一 般には変 更 され なV・。1

か し,共 同経済的 形態で当面損失 を生す る林 業生産で は,将 来変化 し うる。

 6)牧 穫 量は伐期 令のみな らす,施 業方法の函数 であ り,し たが つて後者 及びその前者 との関係 を考

ね ば,牧 穫 量決 定の機講 は明か とな らない。施業 方法 につい ては,若 干ふれたが,未 だ充分で はな い。幽・

註1)粗 牧谷最多,森 林純牧釜最多,土 地純牧釜最多,淋 利最高・などの方法が挙げられる。Yuコこの外・材磧牧穫最、

   の 伐期令は,こ の図の場合粗牧盆最多の夫 と一致する。                      1

註2)こ こでは森林較利学の教5る 如く,時 闘差を除去するため,同 一施業 を永久に繰返 した場合の資本価算式をど、

  た,こ の利潤資本価に利j を乗ずれば利潤年額が得られるが図では直接示さない。         .

註3) この様な曲線ば,生 董費の理論の示す通 り,単 位牧穫量当 りの生産費曲線の変化として見る方が普通である。貞

   しか し林業生産では前述の如 く`k産費資本価が林令 と共に低下し・ したがつて期間の生毒費は負価となり,又

   も或林令以後は減少するので,生 琵費曲線を得ることが難か しい。fu]この場合利潤率を得る目的があるので,
                                                   -葦
  費 曲線の牧穫 と生産費の関係を倒置した牧釜曲線の方が有意義である・

註4)し たがつてこの醐 はW・i・e・p・・zentと 同 じく,繍 間の利1目膵 と利子醐 比較による伐期の決定}・用いう'

註5)現 実 にはこの関係はいろいろの場合があ り5る 。 しかし一般には有利な伐期令は牧w?資 本価の最大く利潤資本

  の最大.棚 鶴 大。い欄,系・・あ・.・・ち ・・の最大伐期令 くK・-K・ の駄 の・聯 くKe譜 痂

  の伐期令である。

註・)(Au 12Da 1.°pu・冒 蹄 こ規 瓢(窟 論 志謁 器 ρ旦劉 ゜P9堕 一 ll

    -B卿( (Au一ト ΣDa L Opu-a)0. Op9ど1.Opu-1) }- c L Opu O. Op卜・ v (1.Opu-1)一 ・・1・      ・

註7) .林 道の敷設に件 う間伐牧谷の増加などの生ずる場合には,均 衡的伐期令を短か くする。        ,

註8)例 えば現実に行われているスギの植栽本数丈をとつてみても1町 当り15000本 か ら1500本 程度迄の巾をも.

   うるが,夫hに おいて牧穫は異 り5る し,フ 限度があるわけである。爾牧穫返減法則が働いていないとすれば・,、

  面積 の林地に費用を無限に投ずることにより,R本 の木材需要を充足出来よ5。

註・)橋 繍 ±は響 農羅 済罎 高の繍 的目標はUnlR家 鵬 を躁 る丈多くす る・とであつて・そのためi=V3,

  家所得と象業所得を合併 した ものが最大となればよい」

註1・膿 家細 。に牒 に対する鰍 の醸 脚 ・し したがつてその立地に齢 した膿 方法をとり得ない鵬 多、

註lD但 しこの場合投下労働が多年に亘るため,労 働.【∫1算出についても計算利子を用いねばならぬであろう。叉林 、

  琵 では生熊要素 として土地を除けば労働が主だから,こ の方法により単位面積当りの労働投下量の増加につれ・'

  盆が,ひ いては所得が如何に変化するかを調べるのは,今 後の重要な課題であつて,労 働量に応ずる限界牧釜

  が得 られるなら,之 により経労の組立は著しく改良 されよ5し,農 業生琵における限界所得との比較も可能と ・

註12)こ の場合,前 価をとるか,資 本価を とるかに疑問をもつ向もあろう。しかし,農 渠経済で所有する林地は・

  計画 に当つては,継 続 して林業生薩に用5べ く定めるのが普通であろう。又伐期令の異る場合の比較性を維持 ・

  意味 からも・資本価をとるのを妥当とする。一方之に対する農業生藤の牧盆やそれからの所得は,現 在の一ケ,

  を とつて差支かないであろ5。

X13)こ の場4nも 生琵費の内容は企業と略変 りはない.、ただ し租税公課が地元交付金にかわる・爾家計充足経済と.

  す る目的からは,地 代を省いて考えることもあろう。                    1

註14)経 済的合理主義,経 済性の原則などとも云 う。

註15)材 積牧穫最多の伐期令は・卒均生長の最大の時期を伐期令とす るのだから,そ の時期は一般に早く来たり・辺

  太 を生琵するに正まる場合が多い。



                                           一19一

  しか るに,国 有林では現在この方法によることが多 く・しかもその場合,案 外伐期令が長 くなつていることが ある。

  その理由はいろいろ老えられるが,主 なものとして,1)粗 放 な過去の施業方法を前提 として伐期令のLSI-'」A'を行5

  た め,2)経 済的立地の不良のため・私有林よりも必然的に伐期令が長 くなると云う経験にもとづき,計 算上辻褄

  を合わせるため,な どが挙げられよう。 しか し・本来この2)の 問題は,材 積すを対象 として計算する上からは絶

  酵に解かれぬことなのであるo

駐16)本 章第一節,唯 一回限 りの生琵の項を参照 されたい。

  ba部 分林では,分 牧歩合が慣行的に定められ,必 ず しも経済的でない場合がある。この点は今後の研究課題であろ断 

うっ

訓7)立 地 が不良だと聞伐牧釜が減少し・平均牧釜[且線 の極大点に達する林令はおそくなる。

海(ド)18)この場合・公有林でも土地月殺 の価値を費用として考える必要がないとの見解 も生 じ5べ く,そ の揚(ロ)合は土地純

  牧盆最多の伐期令をとつてよいこととなる。之は家計充足経済的形態の林業生謹との効果を比較する意味からは考

  えられる。 しかし,公 経済であるが故に其処で費溝 される価値は正 しく翻 面されねば・国民経済に対する林産物の

  正当 な価値が与えられない。公経済の生産物の価格の決定は,こ の点で従来失敗していたと考える。 したがつて,

  奥地で地代が零の場合は別として・地代の生ずる場合は,之 を当然加算すべきである。

      第 四 章 1完 全競争 における林業経営の牧穫量

・之は
,営 利経済的形態,共 同経済的形態,及 び家計充足経済的形態の場合に分つて・夫 々考えることが

来る。協同組合的経済形態の場合は前章と同様に之を省 く。

              第 一 節  営 利経 済 的形 態の場 合

企業が,一 ・作業級の法正な令階購成をもつ森林 を,そ の生産費で購入した とする。第 一図の如き牧釜と

産費の関係にある所の45年 生迄の,各 令階の単位面積の林分を備えているとする。この場合,第 三章

L節 に述べた如 く,45年 は均衡的伐期令であるから,こ の経営は,そ の伐期で毎年固定した経営生産を

うことにより,経 営として最大の利潤を追及 しうるというのが,従 来の老え方であつた。
1                                 註D
この掻営では多額の資本が固定され,し か もその利潤率は396に 充たす,し たがつて,必 すしも有利な

業ではない.企 業がS。h。mp,t。,の 云 う女、溜 琳 の動態1・紳 て利1閏塑 及するものならば,経 営

おいて販売しうる林木を一時に売却することも生 じ得 よう。 この場合,資 本を回牧 して利潤率は尚且20

,に達し,か くて林業を遊離した資本は,よ り有利な他の営利の機会に向いうるのである。この様な企業

は,斯 のような処理が,た とえ一ケ年で行v・得なv・として も,恐 らく短期聞の中に進行するであろう。

.しかし
,こ の様な企業ではな くて,現 実に極めて限られた生産機会におv・て営利 を追及する生産単位 を

企業と認 めるなら,事(ぼトニリ)情は異なる。林木畜積その他の生産要素の固定=林 業経営体の維持を前提として

 る丈利潤の追及を図ることは,林 業経営で も可能である。かかる企業は企業としては,V・ わゆる限界

 乃至それに近v・性質の ものであろう。得られる利潤は少いが,そ れでも其処で,出 来 る丈多 くの利潤

嘩 及され る。
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    この様な企業経営における牧穫量を考える場合,生 産費の理論は・固定設備的要素を一・定として・之

  結合せしめられる流動的生産要素竈を変化させ る場合と,固 定設備的要素 をも変化せしめる場合とに分.

  て,夫 々有利な牧穫量を定める途を与える。前者が経営規模の固定せる場合の短期生「斜こおけるいわゆ 【

  操業度(Beschaftigungsgrad)の 変化,後 者が長期的計画生産に診ける規模(Betriebesgrosse)の 変イ

  の場合である。操(ぶい)業度及び規模の概念は尚後述する。

   林業径営の場合,経 営要素として問題なのは林木畜積である。林木畜積 は生産の要素であると共に,

   くの場合生産物である。それは生産の対象勃である所か ら,本 質上流動財,会 計学上か らは消耗性資産1

   して取扱わるべきであるが,極 めて長期に亘 り流動する一方,一 定量をV・わゆる1E常 在高(Eisern.

  Bastand)と して保有する必要のある所から,そ の一定量は固定財として取扱われる。 而 してその量を

   めるのは,施 業方法 と多 くの場合輪伐期とである。                     9'

   林業経営は普通の場合,一 定の輪伐期(叉 は林木生長量)及 び施業方法を定め,そ れに応する林木

  の装備につとめ,毎 年主間伐の形で,標 準伐採 冠1:にもとつ く牧穫を行 う。牧穫 蚤は,一 方では林木畜積

  左右され るが,他 方その壇減は林木蓄積の畢:及び価値に影響する。しかし,そ の影響が軽微で短期間に、

  復され,正 常在高に変化 を来さぬ程度での牧穫 電1の増減は,R度 に関する もので,影 響が長期的で大

   く,輪 伐期や施業方法の変吏にもいたる程度のものは,規 模に関するものと云えよう。以下その各の場、

   に分けて,牧 穫 曝1の性質を検討する。

   第一  操  業  度

   操業魁 は,「_訓 間内暎 現さ才。姓 艦 果軍、聾 解せられる.購 与えられた固定的生頓 素

  用いて,一 定期闇,普 通一ケ年に実現される生産力であり,こ の生産力の実現が生産物 となる。

   森林の生産は,一 見変化に乏しいか ら,操 業度の変化は考 えられぬ如く見 えるか も知れない。しかし、

  その変化は次の二つの手続に より生 じうる。                      .

   1琳 難 営鞠 いて,牧 穫量が年によ賊 程戯 減することは事実であ り・しか もそれは経営生朝

   障がなv'G即 ち,輪 伐期又は生長量にもとつ く年伐標準量の範囲内で牧穫 し,一 部分を一時ス トツク

    るのは容易であ り,一一方年伐標準量を上廻る牧穫を数年行つても,将 来の節伐により固定資本を維樽

    るのが可能なことがある。一時的に見ればその時々に,必 然的に固定資本に塘減を来してv・るわけで
                                              脚註)  :

   るが,数 年の中に正常在高に帰 しうる程度の牧穫量の増減は,之 を操業度の変化と考え得る。

   註)現 実の経営は,正 常在高をもつとは限らない。しかし,こ こでは之を具有する経営につき考えれぼ充分であろ.

     爾この正常在高は法正蓄積ほど厳格なものに考える必要はないであろう。

    しかし,こ の場合は,本 来の操業度の変化とは云 えない。何とな ら,こ の場合は・操業度の変化の.

    として,牧 穫量が変化するのではな くて,牧 穫量を変する結果,操 業度,ひ いては流動費用が変化 、

   のであるからである。しか し,林 業経営に普通にあらわれる場合として,こ の様な牧穫量の変化が,1
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 産に如何なる影響を与 えるか を追及するのは,必 要 と思われる。

 営を構成する各林分に対する撫育作業その他Vcよ り,林 木畜積の生産力を高め,そ の高 まつた部分

牧する。即ち施業の集約化により,操 業度を変化せ しめる場合で,之 が本来の操業度の変化で ある。

 し施業方法の変化により増投される労働その他の費用が,林 木畜積の質量の改善のた め固定資本額

変ぜ しめるなら,規 模の変化 をも来 した こととなる。 ここでは,規 模の変化は生ぜしめぬが,林 木

 の質量の改善により,そ の生産力を高める,と 云う限 ら紅た程度の流動費用のyr1コ投が問題であるわ

   閏註)
 ある。                                     ,

 老令過黙の天然林の撫育作業などの場合に考えられよ5。若 し巧に施業されれば・理論的には,林 木畜積を維持

しつつ漸次その生琵力を高めることも出束るわけである。

究では説明の都合上,先 づ 1)の 場合を取上げ る。

  直接牧穫量のみを壇減せしめる場合

 図の如 き価値生長関係 にある林 令45年 迄の,等 面積の各令階の林分を備えた,法 正林を具有する

老 える牲 要な固螢 本額 は,淋 価値合言+,地 価合計,及 び樋 轍 価額で示される.蛾 期45

 分の敗釜総価額か ら,間 伐牧釜利子を控除したのが年牧釜,又 生r より利子額を除き,資 本利子

 出施設の減価償却費 を合計 したのが年費用 となる。理解を容易な らしめるた め,そ の年の中に主間

 立木のまま売られ,伐 採跡地は造林 され るものとする。

この場合,伐 期令は余り問題でない。夫hの 伐期令に応じた経営組織がとられていれはよい。

 経営で牧穫量を一時的に変化させるとする。固定費用は多額だか ら,牧 穫量の小い中は,単 位牧釜

平均費用は大きく,経 営は不利である。 この卒均費用は,牧 穫量のf加 につれて痺減 し,定 められ

 期に応ずる牧穫量にいたる迄減 少する。 この点を適正操業度( まラ)と云わう。

この場合輪伐期に応ずる牧穫量は2220石 である。之は間伐量を含む。Y1以上の関係は,生 長量を基礎とした経営

も変らない。

 るに,こ の牧穫量を超えて壇伐 される場合,単 位牧釜当 りの平均費用が依然 として減少する場合 と, s

 ない場合とが考えられる。前者は,牧 穫量が増加しても流動費用が塘加せす,し たがつて1F均 費用

 する場合であつて,本 節の胃頭に 述べたSchumpeter流 の企業や,林 業が 木材業などの他種の経

包含されている場合や,又 規模に対し過剰の管理組織を具有する場合などに示 される。而 して之等の

 ,正 常な林業経蛍(そ)生産を継続して蛍みうるものではない。

 操業度を超えると,牢 均費用が増加するが如 くに,経 営が組織されている場合に,技 術理性にもと

経営が行われていると云えよう。けだし経堂は,そ の規模{Z応 する固定資本の維持 と・技術理性にも

 組織を有する筈だからである。即ち経営は,一 定規模の固定設備が,之 に結合する流動的生産要素

 ,そ れが一定量な る場合に,効 率が最高 となることを基準 として,つ くられる筈だか らである。そ
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   れはDavenportの 諸要素釣合の法則のあらわれである。林業径営の組織が単純なため,そ のあらわ、

   顕著でないとも云 えようが,し か し次の事情は考えられる。                1

    技術理性に もとづき組立てられている林業経営において,適 正操業度を超えた点からの,手 均費用
                                                 薄

   加は・麺 翻 分莇 成立つ驚 ろう・(之 は直接眼 述する限贈 肋 勒 ・にもとつく)  、1

   1 牧穫又は牧釜壇加分に対する基礎的な費用,之 は適正操業度における亭均費用が挙げられる。け 馬

    増伐牧  一一一単位毎に,翌 年度の正常な牧穫量一単位の費用,即 ち亭均費用が割当て られねばなら 鮮

   2 牧穫又は牧谷壌加に俘 う租税の累進的塘加・之は或る牧谷額に達する迄は,現 われない こともあ壕

   3仕 事量の塘加に俘う管理費などの1曾加額 管理組織は,適 正操業度 を目標 として編成されてV・る1

    か ら,そ れを超 える仕事量に対 しては,管 理費が臨時に増加するであろ う。立木調査費,伐 跡地調

    林産物蓮搬監督費,通 信連絡費など。術その他林道補修費の増加 を結果することもあろう。

   4 増伐分の単位牧穫当 り牧釜の減 少に伴 う相対的な費用の壇加額 直接は,増 伐分の林令低下に伸 、
 ・                                                           1

    位面積当り牧穫量の減少の結果,単 位牧穫当りの造林費が増加する。間接には,塘 伐分の立木価格,

    下が,相 対的に牧釜と費用の関係を不利にする。                   1
                                                 、^鴇

    以上の諸部分の中,基 礎的費用は紋益増加額に比( の)(ぞ)例するが,そ の他の費用塘加は累進的である。

    尚大経営の場合は,林 産物の採取事業 も行われるが,そ の場合は借入資本の利子の∫曾加,作 業地の

   壇加に件 う施設費の増加,低 級労働の雇傭や割壌賃銀に もとつ く労働の相対的浪費などが,更 に費用

   加 を齎 らすであろう。                               霧

    かくして・技術理脈 もとつくrで は,    期(の)図 操難 の変化(完全欝)  1(コ),

   鉦 操鞍 塑 えて伐採が進めば・戦 乞膿 奮            嚢

   或は単位牧釜当りの牢均費用は,流 動費用の                      (チリ)(さ),

   増加のため漸次壌大する。以⊥の費用の発展                          窯

   を,若 干の見積をも加えて計算した結果が,              限腰 用幽線    剛

・ 期 図であ… 姻 は・牧鶴 囎 力・碓 ・     、   R単融

   う戦 絡 当りの物 朗 と1囎蜘 の発展      「 .。騨 線'・   
を示してい讃             }    蓑

                                  P             '

    註)鞠 醐 或蝉 位酬 とは赦 穫量増加噌  .、     1      ・

    紺 備 ・おい・赦 穫騨 位当・の費用を  轍 軸 ・糾 ;    b・    萎輪
ここで騨 位脇1'°°°円主笥りの ・

L」 … n'・ s…1

    牧釜額 を示す。けだ し・ 牧穫量単位を 用いな

    かつたのは牧穫物が主間伐により・叉主伐も増伐分が夫々同質でないからである。又限界費用とは,牧 穫量増

    附 ・おけ・一単位・牧灘 ・変イヒ・応ず翻 額であ・・… では単位榊 ・…a当 ・の潔 蒙籍 ・よ、

     した。之は運続的な総費用函数が到れば,そ の第一次微分商として得られる。             ノ

                                                ㌧
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;四図において・平均費用は・S点 で単位       第五図 規模の変化(完 全競争)

,1紐 交籾,之 に応する悔 蔓量(1,000 雷

1灘灘 繊 ＼ …㌦(や)_
                       ・¥¥       IQ Q;

ま灌減する。単位牧谷当りの手均利潤は,  1                  鞘懸 線

;雛灘 灘 ＼ ・撲
                              1
二峰 姓 産におけ る齢 原貝I」備 足 され

.° Usk(i.,.z M n,3n.,(bb)ran 4 s、 嬬 畷

,こ の点を超す と,既 述 の理 由か ら,卒 均        (i3;)

毛曲線 は遽1曾に転 す る。

一方限 界費用は,当 初急激 に減 少し,広 い 巾で適正操業 度に達 す る迄 は,流 動費用 が比例 的 に壇加 す る

藤を許謄寺し,適 正操業度 に達 する と,そ れ か らの一単 位の牧穫 量増加が,少(メサ)くと も午 均費 用PMを 必

とする理 由に もとづ き,不 連続的 に垂 直に上昇 し,李 均費用 の最 低点 と交 わh,更 に遽塘 に転 じ,Q点

慶界牧 益線=単 位牧谷線=価 格 と交 わ り,更 にf曾加 して行 く( ト)(リ)。

1、くして,画E操 業 慶ぱOMに 定 まる。 しか し,こ の図の ように適正操業度 において尚限界利 潤の存

る場 剤 こぱ,1 ぱ 利 潤の最 大 を追及 すろが ら,牧 穫1._.Ii)(i yd.短期 的にはOMを 超 えてQ点 に応 す る操

隻OM'に まで達 し うる。けだ し,限 界費 用と限界牧 谷(こ の場合は 単位牧 谷線 に一致 す る)の 一致 す

縁 では,限 界利潤が累積 され るか らであ る。か くて,牧 .,OM'が,企 業 として最 も有利 な操業 度

諺》るか に二見 える。

欠に,若 しZF均 費 用 曲線 と 単位牧 釜線がP点 で接 すれ ば,利 潤を生ぜす,適 正操業 度が とられ るが,

臆 いわゆ る限 界企業で ある。更 に単位牧谷線がP点 以下 に下れば,そ の経 営はあ らゆ る 操業度 で損

ヒ生す る。 しか し,単 位牧谷線が耶均流動費用 曲線 よ り上 位にあ る限 りで は一而 して概ねそ うであ る一

≡は 督通,適 正操業度 と同 一一梨業度で継続 され よう。 けだし,流 動費 用を補 つて多少と も余裕が あれ ば,

D余 裕 額で固定費 用を減 少せ しめ うるか らで あ る。

夏上 を取纏 むれば,経 営 に適正操業度でなお限界利 潤の存 す る場合 は限界費 用 と限界牧釜 の一致 す る操

1が と られ,一 方限 界企業や損失 を生す る経営で は,普 通 の場 含適正操業 度が とられ る,こ ととな る。

しか し,こ の様 に牧穫最の増減丈 を対象 として操業度 を考 えた場合,こ の結論 には,特1こ 利 潤を生す る

量におV・て,重 大な制限 を必要 とす る。何 となれば,林 業 の生 産力  tの なV・限 り,そ の規模 を維 持

1には,今 年度の操業度の拡大は,次 年度以降の操業度 の短縮 を必要 とす るか らであ る。 したが つて,
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適正操業度を超えて有利な操業度を有 しうるのは,今 年の操業度の拡大分=過 伐分の利潤と,次 年灘

の操業度の短縮分二節伐分の利潤を比鮫して,前 者が大い場合のみに限 られ よう。而 して市場に著るし

変化を生 じない限 り,両 者の比較の結果では,有 利と見られる拡大された操業度を一時的にとるよ興

適正操業度 を維持するする方が利潤は大きV・のである。この事情は後述する。

 か くして,林 業経営では,市 場の変化 を考えなv・限 り,一 般にその牧穫量は適正操業度を離れ得なv凹

とは,注 目されてよい。企(ほぎリ)業は市場の変化の予想 されぬ状態では,毎 年適正操業度に応す る牧穫量と,竃(へ)

れに対する利潤を得るに止まる。                            ㌔

 註)但 しこのことは,立 地を一定とした前提条件の下においてであるQ                .

 しかし,木 材の如 く価格の変動の大v・財については,立 木価格 もしばしば変化する。したがつて市場

変化の予想の必要なことも少 くない。特に市場の変化のため,過 去に比し利潤の増加を来たすと,現 着

伐することが行われる。それは,将 来の市場における利潤の減 少に応 じ,節 伐することのあるのを予薙

てのことである。 この様な時闇的な市場の変化に対応し,利 潤の大を追及する企業の態度は,牧 穫量¢

定に次の如 く働 らくであろ う。 (単純な事例として)                   .

 1) 利潤を有し,し たがつて見掛上の有利な操業度を有する場合

 今適正操業度Vz ける単位牧r- P,亭 均費用をkと すると, MMノ 量の過伐による利潤の壇加はミ

略MM'×P-k__2よ 職 綜 曜 度で あろう.一 耀 年・の蹴 分 撒 す・・せば・ その細

減 少はMME×(P-k)で あ る。 したが つて今年 と翌年 と市 場に変化のなV・場合 は,過 伐の方が不利釜

云 う・とにな ・.し か し鼎 囎 腋 化 しないで,翌 年暢 の変 化のた め,総 禾巳椰MM・P-k2

上 減 少する予想 の場合は,有 利 な操 業度 に達 す る迄 の牧 穫が有利で ある。 したが つて,こ の場合 は,毒

な操業 度 は単な る見掛上の ものではな く,実 質 を件 う。而 して,適 正操業 度を超 えて操 業度 を拡 大しう

幅 は,経 営要素の 内容及び組織 によ り異 りうる(こをの)。

 2) 市 場 の変 化を予想 して,千 時節伐 を行 う場合

 林 業 において限界企業 又は季時損失 を生する経営が存続 し うるとせば,そ の根拠 は市場の変1猛に乗s

る ことに ある。 今限界企 業 にむV・て利 用始 点の操業 度OLを とる ときの損失 をOL×vと し・ こ碗

度で4ケ 年 聞毎 年牧穫 量LMの 節 伐 を行V・,5年 目に一時 に牧穫す るとす る。5年 目の費用 とそのP .

撒 の 合計V・M・k+・L×v×1.°P'-11 .OP--1-× ・.・P,(・)・ 年 聯 禰,・M・P+・LMx G

k・)(2)一 生 長量 を無視 する一 とな る。 この場合は節 伐分 の伐採だか ら牧 穫 量がP点 を超 えて も諺

費用は必要でな く,P-k'は 正 とな る。 もし利率P=5°oと せば,(1)式 はOM×k+50L×vと な

今5年 目に立木価格が2害1騰 貴すれば,(2)式 一(1)式 一〇M×0.2P+4.8LM×(P-k')-50L×V

あつ て,も しOM×0.2P>50L×v-4.8LM(P-k')な ら,か か る施業 を行 うことに よ り,こ の

は利釜 を うることとなる。 この様 な結果 を生す る可能性は相 当4zあ る。而 して,立 木価 格の2割 や3`

騰 貴 は屡 々生す る所であ り,更 にその聞の節伐 蓄積 の生長量増加 を も老 えれば,こ の様 な措置,即 ち
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撫 育的な朋f創 父穫程慶,乃 至 固定 費用 を補 う程度に止 め,立 木価格の騰 貴に際 して塘 伐す る措置 のr.当

 靖召め られ る。 この様な措 置は損 閃軽営では 勿謡倉}行わねば ならぬ所 であJ,又 利 潤を生す る牧釜 径営で

,滞 時牧 穫は費用 齢ltう 程 度に止 め,立 木価格の騰 貴の際 に壱行伐分 を塘伐す る措 置を とらせ ること とな

層う
。

皿 施業 方法の変化 に よ り11(-r・ 変 化す る場合

1に 述べた操業 度は,工 業経営 な どに云 う操業度 その もの ではない。 それ は流動財費 に関 し生産函 数の

"

化 に もとつ く牧 穫 疑の塘減でぱなV・か らで ある。即 ち,流 動財 の壇投 に よる林業 生産力の塘加 を牧 穫す

のではないか らで ある。 しか し,林 業経営において,特 に重要 な意味 をもつ 所か ら,之 を撮業 度1と 云

:てを こう
。 之に対 し,f.:に 述 べん とす る¢)が凍業度 皿で あ り,之 が 衣来の煮 床の操業 度で 謙る。

.操業 度Uは,造 林撫 育及び施業技術 の改 猷 τよつて流 動財 を塘投す ることが・森林の生産力 を高 める場 ら
畠

,そ の/;"lmし た 生産量 を牧穫 す ることに依 り生す る牧穫iil二の 変化に関す る もので ある。 林業で も,土 地

穫遮減 の法則が作 用 するか ら,流 動員オ費のJil投 に件い生 産量,ひV・ てはそれ に 応す る牧穫 騎が 変化す

G

然し,林 業生産では,か かろ流動費用は直{z生 産量=牧 穫箪:の」14‾加dz作 用せす,そ れ 自体固定設備たる

常在高蓄積の改良1こ働 らき,そ れを通 じて牧穫量の壇加 を齎らす。換言すれば,操 業度のみならす,規

の変化に作川し,且 生 n[.61i1:の塘加を齎らすには或程度の期間の経過を必要とする場合が多いのである。

しか し,そ れでも在りうる場合として,か かる流動費用の壇加が規模の旦及び価値に変化 を及ぼさす,

.かもその効果が同年直Vz現 われることを想定 しよう。之は問題を操業度に限定するためであり,又 その

めには,従 来説明して来た法正林の前提を除 くこととなる。 この様な意味の操業度の変化は,更 新上の

由による牧穫量の量的質的変化,除 間伐などの撫育作業のT%iii,そ の他林木蓄積の改良のための牧穫量

≧変
化などに.よつて示 され よう。

しかし,こ の様な複雑な問題に個々に立入つて論することは,本 研究では行い得ない。 ここでは,流 動

費,こ とに労働費の塘投が施業を集約化し,林 木蓄積の量は変化しないが,そ の生産力が高 まり,そ の

果を短期間後に,而 して極端ではあるが簡単のため,同 年に塘牧 しうるごととしよう。 この場合,費 用

風檜加
につれての牧谷と生産費の既係は,そ の経営の本来 もつている生産力たる適」E操業度より出発して

、.えればよいであろう。

魑正操業度を超 えての,生 長不良木,劣 等価値木,間 伐手遅れ木の伐採等 々は,単 位牧穫当りの限界費

幽を遽壇せしめ
,そ の発展は第四図とは別の姿を示すであろう,そ の限(ロがり)界費用曲線の上昇が緩である場合

;土 地牧穫澱減法則の作用に抗して生産量を塘加 しうる場合であつ七,牧 穫1量は有利な操業度迄塘加さ

 この操業度で均衡に達しよう。しかし一方限界費用曲線が適正操業度を超えて,垂 直又はそれに近い

 傾向を示す場合 もあるべ く,そ の際は操 r;;.拡大の余地は殆ん どない。操業度拡大の余地の大いのは
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立地に対 し適当な施業の集約度の低い段階の経営であ り,余 地の小V・のは,立 地及び規模に適合 した1

を用V・,目 林木蓄積の質 _の優れた経営においてであるとしか し,一 般に,特 に短期闇では,こ の操 、

Qも,特 別の場合 を除いては,概 ね適iE操 業度に固定され,極 めて弾力性に乏しv・と云えよう。之は{

林業の生産過程 自体が,土 地及び林木の自然力に支配されて,人 力により之を変化せしめる余地,特1

期闇に急激に変化せしめうる余地の狭いことに発するものであるc

 現実には以上述べて来た操業度1と 操業度 随とが組合わされていろいろの形をとりうるであろう。J

における操業度聾は限界費用と限界牧釜の一致する点に定まるが,操 業度1は 特に市場の予想が加わ茎

変化的である。しかし市場予想の要素が入らす,且 施業の集約度の充分合理的な経営では操業度は,1

皿も同一適正操業度て固定 され よう。

 第二 規模                ・                    ;

 ここに規模とは,夫 々の牧穫量に対 し,費 用の関係上,最 もよく適合すべき有機的組織をもつ固定期

示 され.る資本の大きさを云 う。                          ( り).

 今 この規模が漸次拡大する場合 を考えてみよう。規模の拡Kは,経 営要素の組織の上に嘉ける合理4Y

意床する。それは組織による節約である。しかし,規 模の拡大が一定限度 に達すると,最 早それ以上に

大しても,節 約が起 らぬのみでな く,反 つて亭均費用め増加が現われる。          ご

 林業の企業経営における規模の変化は,                          ▼;

 1)林 地面積 は一定であつて,其 処に生立する林木蓄積の質量が変化する場合        、

 2)森 林の質量の変化,し たがつて林木蓄積丈でなk林 地の面積及び位置 も併せて変化する場合

に主 として生する。理論上は後者の場合が…般的であるが,本 節では現実に考 えやすV・場合 として,≡

して,瀦 について述べ る.け だし,後 者の場合は,長 期に互る経獣 紳 て,必 すしもそれが生 戯

ことではないが,有 利な規模の定 まる機構は,本 質的には前者と変 らないと老 えられるか らである。

固定された林緬 積に鮒 る淋 蓄積の変化は,L輪 献 ゆ 変化,d・ 施勤 法の変化,臨f3i1-

-raせて経営集約度の変化の場合に分けて考 えられる。それ も此処では一作業級の場合についてのみ老場

う。経営案,施 業案など長期的な経営計画の樹立編成に当 り,之 等の基本的事項の決定は重要である律

                                           /

 1,輪 伐期の変化する場合

 市場需要が長期的に拡大す ることが予想される毎に,企 業は計画的合i4f'1`J4z・規模を拡hす るのが有飢

あろう。 この規模の拡大が,輪 伐期の変化による林木蓄積の埆加 として連続的に起る ものとし,夫kl

伐期における経営規模の適正操業度に応 じた生産によるヱi芯均費用の執跡は,之 を求めることが出釆る`

えば,同 一面積上 に,第 一図の如き生産の関係にある各制砦の林木を具有 しているが,夫 々輪伐期撰

す・ため,勘 の融 の瀧 牒 脈 応秘 叫・輝 蹉 を生秘 もの叫 壇 肋 車九鵬 第五剛

で あつ た としよ う。 これは,SchneiderのV・ わ ゆ る計(ズコわ)画費 用 曲線で ある。           一
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・の計醸 馳 線から,操 業度晒 する・胎 と同椥 ・課9酸 馳 縦 欄 することが蘇 よう・め .

認i亡用山線 は,夫kの 変化す る牧穫 耳1:が,之 に最 も適/`す る規模で得 られ る場合,牧 穫 疑一単 位の/舌勃ll

拝らす総 費用上 の1('f)Jll分を 意味す る( コロ)(の)・

臣期 、1-_.!f'}用曲糾芝は,規11-.)1の拡 大,即 ち論伐 期の高 くな るに件 う林木蓄積の塘加 と牧穫ll;:の1{1汰に 俘い

域するが長,期 限界費1囲 【i線との交点Pに おい て最 小iu'3:を示 す。 このP点 に応 す る牧穫顎OMは,長'fj

乏・1ギト均費用 を保証 す ♪5規膜 に応す る牧1・騨:で ある。 図の場合,之 は輪伐 期45年 の 規模で あ り・ この規

がこの場合適正規 模 と称せ られ る もので ある、之は第二章 第一節に述べた均衡的 伐期令を採 月1した場合

あ冷 従来 の林業経鴬 は,か か る均衡的伐 期令をその まま輪伐期 と し,そ の様 な規模への固定 を考 える

8`".  つ た 。 しか し,こ の様 な規模決 定の方法 は,操 業 に と り,必 す し も有利ではな いのであ る。

林業 ・一モ営の場合,そ の立地 及び組.織上の有利性か ら・短 期的 にはその時 々の市場 の変化 のため損 失 を蒙

ことが ある として も,他 の 経蛍罵比 し,常 に利 潤の獲 得上 優位性 を糸1長持 す る経営の存 す ることは,否 定

匹ない。 この様 なr∫利な状態 に ある経這'で,長 期的 に巣伽 父谷が適正規摸OMの ヰ 均費!iJよ りも大 き く

たが つて・ト均利 潤 を生 す る場 合には,そ の適正規模 を超 えて,P/t応 す るOM'の 牧1酬.に 対 す る規模

もつ ことに よ り,積 極 的に利 潤 を壌加 し,獲 得 す ることが 出来 るのであ るっ それ は長 期限 界費用illl線と

位牧 ∴1ミ線=価 格 との交 点P'に 応 す る規模である。 このt!JIIIそ れ は輪伐 期が略60年 の1謬猷 であ り・ この

客で均衡 に達 する(らまおの)。

以上の事情に:基けば,従 来往 々行われてい る様 に,単 なる林分 を対 象として定 めた経済i`71…ti l a lを,直

昨業級の輪伐期 とし,そ れ に もとつ く牧穫 甲1を計画 し決定 する方法ば,必 す し も採 用 し得 ない こと とな

,経1メ1的 伐期令力§直1こ輪1k期 となるのは,単 位敷釜線 が丁度P点 を横切 る所の, v・わ ゆる限界企業 の場

丈でi)!,。 更 に若 し,単 位牧釜 線がP点 を下廻 る場合は,[dC-.f」通 企業 として成立 し得ないが,そ れで も最

ミ失の 少い輪伐期 をとる経営を行 うとすれば,そ れぱ規模OMよ り縮 少され・単 位牧谷辛1疑長 期限 界費.

甘紗 との交 点に応 する規 模 をとるで あろう(コけゴ)(ラ)。

斗くして,適 正規模において単位牧 益線が 干均費 用を上廻 る限 り,同 一'(IJ(積で の輪fミ期4)延 長 が牧穫 甦1

勤財二齎 らす こと を前提 として,そ の経営は よ り高V・輪伐期 を目指す,よ り有利 な均衡規 摸に編 成 され

してf1く こ ととな る(ポリ)っ

)こ の隅係は,従 来土地純盆最多の伐期令 と,森 材純牧盆最多の伐罵令を比較 し,前 者が短かく後表,が 長 くなる

 関係に似ている。本研究のこの部分は,従 来論争されていたこの両者の方法を綜合 し,且 適用の範囲を定める意

 昧において示唆 し5る 所があると思 う⊃

【 施業方法 の変化 す る場合

研 究 の胃頭 に述 べた 如 く,施 業:方法 が生壷函数 の変化 となつて牧 穫 町こ影響す る関係 につ いては,未

猶 な資料 を持合 せていない。 したがつ て,こ こで は,多 少気 のつ く点 を述 べ,詳 し くは今後 の研究 に

iた い。
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    省 この項 におV・ては,本 来の施業方法の変化 丈で な くて,輪 伐期 の問題 を除 いた経営集約度の*fit
e

   する施業技術の一切を併せて論するのが,便 剰であろう。 この様の意味で,集 約度の噛進による林業

   力の改善は,                                     ・・

   1)育 林過程に対し,労 働用役や苗木肥料など,流 動財費のfu投による林木蓄積の改良により   1

   2)採 取過程に対し,林 道施設や器具機械の導入又は改良により               ・

   3)優 良林地或は林木と不良な夫 との購入替により行われ うる。

    施業 方法の改良は,本 来は1)に 関する場合である。

   1)及 び3)は 直接森林の生産力を高め,牧 穫 量の1{加 に働 らくが,2)は 探取費の節約 などの形で蚕

  価格を高め利潤を増加し,そ れは更に施業方法の集約化を促進する。 この様な諸方法はあるが,畢 寛そ'

  等は直接は施業方法の改 善として,固 定設備たる林木蓄積,即 ち規模を拡大しつつ生産量を,ひ いて

  量を∫曾加しうるのである。

   しか し,こ の様な施業方法の集約化 も,当 初は牧穫 量単位当 りの平均費用の低下を齎らすが,.や がて

  地牧穫漉減法則の作用az.より,そ の上昇傾向に転ぜしむるにいた るであろう。 したがつて,こ の場合 も

  期計画蜘 醐 が・一つ罎 低点を もつ曲線 を描 くことが老えられ る・ この曲線の形は論 伐期の変化犀
                   腓註)                              '             ぞ    ;1  場 合

と多少その形 は異 るか も知れ ない。

   註)こ の場合は,自 然的経済的立地及び樹種がつよく影響する。爾本項の理解には,毎 年牧穫する択伐作業林にお嘆

     て・林形 と生長量,牧 穫量とが施業の集約化に件い増加する状態を考えていただけば早いであろ5。    1

 而して計画費用曲線に もとづき,1の 場合と同 じく,長 期限界費用曲線が計算により導出され る。而

てその単位牧益線 との交点か ら,均 衡規模が定められるであろう。             ∫

 唱 経営集約度が全体として変化する場合

 林業経堂は,林 木蓄積 を中心として,管 理組織その他の組織規模が編成され,経 営生産が行われる。、

の際輪伐期は直接規模に作用し,… 方牧穫 量を定める。施業方法は直接生歳に働 らくものの如 くであ蜀、

規模にも作用することは上述め如 くである。簡単且大まかに云えば,輪 伐期はまつ規模の量的規定に関

施業方灘 まつその質的規定に関すと云えよう.場 合によつては論 倣IIを 欠き,麟 方法丈で甑 び

を定める場合 もある。                              ( コわコ)1

 したがつて林業経営の規模を定めるに当(の)つては,普 通の場合,輪 伐 期と施業方法のcombination匹(ソ)

いて考 える泌要がある。その場合,先 づ輪伐期を定め,そ の内部で 夫 最々 も効率的な 施業方法を とる

と,及 びそ礼に件い管理組織 を定め,適iE操 業度を求め,之 を各輪伐期別に比較するのが,行 い易い月

あろう。 しかし,輪 伐期を用いなV・施業林では,直 接施業 方法の変化にもとつ く生産 鴫 ひいては牧..

との関係から,各 林木蓄積別の適正操業度を求め,計 画費用曲綜,並 に長期限界費用曲線を算出し7翼

                                              、叢規模を定めるzと
.となる。



                                        一29一

ヒは,輪 伐期,施 業方法及び両者の結合する場合につき,一 作業級 を対象として述べた。理論 を展開

こは,更 に数作業級の存在する場合の相互の関係なども無硯することは出来ぬであろう。 しか し,本

ではこの点を省 く。

 規模の拡 大が,林 地面積及び林木蓄積の拡 大増加を俘つて行われ る場合も, 1)管 理組織上適当な

をもつた規模が老えられること,2)面 積の拡 ノ(につれ,漸 次不良な林地が壌加することにより,適

鄭 ひいては均衡規模の存在が老えられ るで あるう。而 して一ヒ地を購入するか集約度を高めるか,の

をとるかについては,購 入費用と,集 約度塘進に投 じた費用の限界牧釜の比較により決められ よう。

三,規 模と操業度

業経営¢)牧穫 刷よ,原 則として有利な均衡規模の適正操業度に定まる。立地及び組織上の優位性のた

かかる均衡規模において も,長 期的且積極的に利ll周を獲得出来るわけである。 しかし林業経営の利潤

般に少いか ら,均 衡規模は適正蜆模を余 り離れない所に定 まるであろう。

業経壷の場合は,こ の均衡規模で,更 に長期的に価格=単 位牧釜が不均費用を上廻るため,適 正操業

超えた有利な均衡操業度 をとりうる。しかし,林 業経営では,普 通は市場変化の予想 と云 う要素が加

ない限 り,有 利な操業度はとり得す (操業度D 又 本来の適正操業度を拡大しうる余地は甚だ狭い

業度 皿)

            第 二 節  共 同経済 的 形態の 場 合

こでは公企業として,国 有林経営の牧穫量を考える。

一 操業度

有林経営では,を の性質上,操 業度1は 考 える必要はなV・。年dZよ りその牧庭量に多少の変化が ある

ても,そ れは現実の森林に対する作業の事惜,或 はその時 々の経済政策ア肚会政策上の理 由などに発

もので,其 処VZ特 別の法則はない。

かし,操 業度 皿の意味で適正操業度を超えて均衡操業度をもつことは必要である。けだ し,国 民経済

加する需要6z応 じ,継 続的に牧穫駐をH大 せ しめるには,第 一一に林木蓄積の維持及び改良が重大な問

なる。丁度工場における生産量のN加 が,固 定設備の置換により飛躍的に行い得られ るが如 く,林 業

ける公企業の意義を,先 づ林木蓄積の質量の改善による森林の生産力の向Lに 見出さんとするのであ

か くして,施 業の集約化による生産量の壌加が図られ るが,そ の際,国 民経済は,一 般的に云つて,

生産丈に対 して牧谷を上廻 る費用の塘投 を,継 続的に許すことは出来ぬであろう。特に国家資本の欠

ている時期に於てそ うである。

旋がつてr操 業度Dに おける均衡操業度は,経 営の費用が 丁度補償され る点,即 ち単位牧釜費 と弔均

曲線の交点Rに 応する操業度CM"(第 四図参照)に 示され る。尤も国有林経営は第四図の如 く有利
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な状 態にはな跡 ら,蓮 耐 藁瓢 と均鰍 粧 との間の輻MM"は,一 般 に狭 く謀 蹴 して一致 すざ

合 も少 くないで あろ う。術 この様なJ情 のた め,国 有林7.ri,,.P i4で は施業の集約 度 を増 進せ しめ,そ れ にょ

て生」r,,ひ い てぱ収 燭 、1:を塘 加せ しめ 得る余地 は大 きい として も,実 行 し難 い場合 も少 くない。

 術 供用林な ど祠:会政策r杓口標 にしたが い工芸的 伐期令をイ栄用するが 如き場合 は,こ の伐期令を適正摘

度ーとし,そ れ,にお ける不均 費用が 補債 さi/,る販 売価格が決定 され よう。

 第 二. 規 模

 国 為林経営の  !._:,i_価位 口標 は一・定 しな いが,国/経f」iの 需要 する林産物 力供給 をiユ1滑にす る,と 云 う

の普辺 的 な目標 か ら,林 イ謡 積の維持改 良による生1董 力,ひ いては牧健 量の塘加が,第 一の長 野1勺な言1 .

目標 とな る。 しヵ、し,こ の場合 で も,国 際的 な自山経諮二を前提 とすれ ば,市 場価格 を上廻 る生産費を美

つて まで 国内で林 崖物 を取 得す そ必要が認 めら1,Lる の は,特 劇の場査 に限 られ よ う。

 したがつて,土 地 面積 を一定 としての規 模ぱ,牧 穫 賦を継続的 にY7)111する技術 に重 点を置 きつつ,し

も技術理性 に もとつ く費川 の節約 を前提 と して,丁 度牧 釜 と費 用とが 帽償 う、・、IUこ定 まる こと となる。し

し,国 有林では りこに,経 営 を通 じての各 種作業級 の組 成,即 ちL地 面積 の変化する場 合 も,計 画 に当づ 、

考 える必 要が ある。 更1こその 区域 を拡げれば,管 理 区域,い わゆ る事業 区,経 営区 を如何にす るか とy

問 題が生 する。 しか し本研究で は,土 地 面積 の一定せる場 含につ き,主 として述べ ることとす る,こ ¢

合それ ぞれの規模 で適正操謬書度をとる とすれ ば,                          '・

 1 土 地 面積の一定せ る場合

 1) 輪 伐 期の変化 する場合

変化す る撒 期 に対 レ それ ぞ徽 術雌 に もとつ くイ刑 髄 剃 齢 と られ る塀 †訟 麟Dも く
,

用 哺償の 原則は,第 五図にXJい て,計 画費用 曲線 と単位耳父益線 との交点Q'に 応 する規模OM"に よ り4

られ る,こ の規模で経営は牧支 相僧 う。 この14b'GIこの 規模が均衡規摸 とな り,そ れ は図で は,輪 伐期7

強 に近い牧1蟻i:を 与 える。之は営利径演的 形態の甥}含に比 し,同 …立地 では輪伐期は大 とな り,装 備 ∫

る林 木蓄積 も大 き く,貨 幣価値で示 され る牧1蟻{:も 大 とな るのが普通で ある.し か し,第 五図 の如 く1

の犬 い繧営では,OM〃 に 遜 当する輪 伐期の得 られ ない ことが あるべ く,そ の場育 には,之iこ 近接 し:

よ4)i」、い牧噺 、勝 える1撒 をとる こととなろぢ脈 立地 力・根 な・胎 は,α はP湘 ・近 づ き,牧 穫

減 少し,輪 伐期 は低下 する結果 となるが,こ の場rdよ,計 画 」"r 11][ii(線も低下 した 別の形 をとるべ く・

がつ て,現 実Y`は,輪 伐期を低下せ しめ る必要 ぱ,必 す し もないで あろ う。        .

 21施 業 方法 の変化 する場資

 国 イ淋 経営全 休を通 じて,施 業方法i_}技 術 理性 の原則iこしたが つた適 用が 行われな くてはならない

れ は一・力では,自 然科学 び)知識が 重要硯 され る場で あると共 に,経 済的な見地か・らの取捨の必要な序

る,
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業 方法の作業級に対する適用には,=二 つの態度がある。…つは施業方法自体が費用補償の原則に した

場合,他 は,夫 々の規模に応 じ営測径瀦的形態の夫 と同一の方法がとられる場合である。後者におい

輪伐期に費用補償の原則が示され る。

 1J法自休に費 用補償の性質が示されるのは,例 えば択伐作業級の如 く,輪 伐期を設けなV・場合,或

土保安,批 会政策的目標から事前に輪伐期力§決定している場合である。後者,こ とに国⊥保安や風致

で関する場合は,森 林の構造,ひ いてぽ規模 も操業度 も与えられた ものeあ り,規 模の変化は直接は

的な見地から定められ る。 しか し,サ ービス用役の価値計算により経濱効果の測定が行い うるなら,

に適用され る技術の程度 も判断され,よ り有利な規模を定めうるであろう。

会政策的な目標にしたがい二1二芸的伐期令を採 用せる作業級で も,規 模は既に与えられた ものである。

がつて この場合の施業方法の変化は本来操業度Vz関 するものである。

伐期を決定しなV・択伐作業級における林木蓄積の規模の決定を費用補償の原則により行 う場合 も,結

輪伐期決定と同一手続が とられ る。即ち,一 定面積における林木蓄積の変化,即 ち規模の変化に応 じ

夫 々技術理性 にもとつ く施業方法がとウれる場合の計画費用曲線の軌跡と,単 位牧釜線の交点に対す

模が夫である。云いか えると,各 規模の適正操業度における亭均費用の軌跡 即ち計画費用曲線が丁

格と交わる規模が,均 衡規模になる。而してこの均衡規模におV・て,市 場の変化に応 じ,史 に操業度

意昧における均衡操業度 を有し得 るであろ う。

 輪伐期と施業方法との関係

有林経営全体を通 じて,第 一紬こ技術理性にもとつ く施業方法は,そ の適用の結果,各 林地の生する限 '

閏が同一になるが如 くに,適 用されるであろう。国有林の立地は著しく変化に富んでいるから,そ の

に応 じて異れる施業方法をとるのが,国 民経済上有利であることとなる。

いで国有林経営の費用補償の原則は,か かる施業方法の上に立つて,吏 に施業方法を集約にす るか,

輪伐期を変化するかに示 される,作 業級に輪伐期 を探用する場合は一般に後者,探 用しない場合は前

ある。即ち一・般に,長 期計画費用曲線 と単位牧釜線との交点に応する均衡規模が定められ よう。但 し

に国有林経営の立地は不良だか ら,そ れは適正規模に近づ くであろう。

つとも,国 土保安,杜 会政a1;」'1目標などから,輪 伐期が与えられてV・る場 含は,そ の輪伐期において

補償が達せられる如 く施業方法を集約化して,そ の規模を定めることもあり得 る。

以上の事情は,国 や地方の経済事情によつても異 りうる。林産物VZ対 する需要が大C,価 格 も高 く,

叉は地方の森林の生瞬功 を極力高める必要のある場合は,上 記の牧穫 鼠決定の機講が積極的に採用さ

う。一方国家資本が不足し,地 方的に林木蓄積の過剰で価格の低い場合には,施 業方法を粗放化し,

輪伐期を極力延長して,費 用の減 少を図る意味での,費 用補償主義が探用され,時 としては,利 潤の .

が意図されることもあろう。しかし,木 材飢饒は世界的な現象であ り,之 に対処 して牧穫量の継続的
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増加 を図ることは,林 地面積の大い我国で,国 富を増加する所以であ り,国 右林窪営も前者の途をと

きでちる。その意味か らは当面費用を補償し得な くて も,奥 地林の経営集約度を高め,そ の生塵力を
                 ●

らしめ ること も考 えられ る。 けだ し,奥 地林 の場 合損 谷を支配 するのは搬 出設備であ り,之i*林 木 蓄

充実 すれ ば,敷 設 するのは比較的容 易で あるか らで ある。 もとよ り,そ の場合,立 地 の良好 な国有林

営隻約 度 を高 める こととの 優劣の比較が行われ,費 用投下の態 様において,地 方的 に諸 種の形態が あ

れ うる。

 皿 土 地面積の変化 す る場合

 個 々の林地 は林業生1案の見地か ら,夫 々技 術理 性に もとつ く施 業 か法 を1/し うる。特別 な場 合を除

は,か か る施業 方法 をとる結 果は,各 林地の限 界牧 谷が夫 々等 し くな るわけで,そ の場合 に国1の

鼠は最 大 とな るて あろ う。 この様な牧膣 甲は,経 営計画の 日標 としては固定 するで もろ うが,現 実に

林構 成の不法正のた め,変 化的 となる。

 経 堂は,従 来之 等の名林分 を,必 要 な 目的 に応 じ,総 括 して,い わゆ るイ1業級 を編成 し,完 全或 は

全な継 続的生 昨3単位た らしめてい る。 その場 合作業級の編 成は,国 民幅祉,耐 会政策 な どの 目標のた

別の地域 を限 る ものを除 ぎ, fに 自然的立地 に応す る施業方法の変化 に もとづ き行 対っれ るのが普通

つた。

 しか し,施 業 方法 は今迄述べ て来た所か ら明 らかな るが 如 く,単 に 自然的立地 によるのみでな く,

的立地 条 件の変化 によ り,必 然的 に軽 蛍集約度 をyこ こし,し たがつ てその姿 を異 にす る。依 つて,同:

業 方法 を基礎 として作業級 を組織 す るには,更 にいわゆ る地利級の概 念 をと り入れ る必要が あろう。

 しか し,林 業経 営におい て,作 業級 に よ り個 別林分 の経 潴的生r%の 要 求 を完全に と り入れ ることは

来無理 な ことで ある。作業級が それ 自体 として,一 ・定 の施業 方法 を採 用すれば,そ の作業級 に属する

林分 の%:当 な 施業方法 を無覗す ることにな るのは,当 然 であ るか らであ る。

 か くして,作 業級の組 成は往 々に して,個 別林 分の要求 を無視 し,ひ いては,経 満的にイ」利 な牧穫

減 ぜ しめる傾 向 を生す る。 その反面,管 理及び亭 業の効率 を促進 し,間 接費並 に直接 費の節約 を可能

しめ る。 した がつて作 業級の規 模を拡大 して行 く場 合,施 業 方法の要求 を満 足しつつ,一 方管理 及び

の効率 を高め る段 階 におい て,牧 穫 量の塘加=単 位牧 谷の塘加に応 じ計 画費 用曲線は,r, 減 すべ く,漸

業方 法の要求 を満 足 し得 ぬ部分が たとな るにつれ,遮 増傾 向に転す ることが想 像され る。若 しそ うで

ば,こ の場合 も作 業級 の面積 の拡大 に作 う均衡 規模が得 られ る こととな る(けしミリ).

註)立.地 の良好な国有林は作業影受が小く,不t<な 夫は大きくなる傾向は知られている。

 一 方,若 し充分 に経 営集 約度 を高 め,個 別林分に適r*し た 施業 方法 を と りうる場 合には,規 模の変

応 す る計画費 用曲線 の塘減 は施業 与法 丈 に関 して は顕 著てないて あろ う。 けだ し規模の変化 に応す る

電一 ≧1・位当 りの限 界費用が比例的 とな るか らで あ る。 しか し,こ の場 台て も,管 理 及び事業Lの 効率
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h',当 初は規模の拡大につれ,計 画費用曲線を涯減せ しめるとしても,や がて,地 積の拡大に俘 う効率

啄下を伴い,計 画費用曲線 を遽檜に転ぜしめることが考えられる。

レか し,以 上の諸点につv・ては,伺 実証的研究 を必要とする。

メ上国有林経営の場合は,操 業度及び規模について述べた。公有林経営の場合 も之等の決定される機構

劉 の相違はない。但 し,こ の場合は,地 方財政上の要求のため,営 利経済的形態での決定の機構がと

ゆることがある反面,地 方公共団休の資本不足のため,施 業方法の粗放化の基礎に立つて,費 用補償の

〔Uが行われる場合が多い。

             第 三 節  家 計 充 足経 済 的形 態

木業経営が,世 襲的に森林の大中規模所有により行われ る場合,其 処では,貨 幣資本としての森林の価

ヒ考える必要はなく,具 体資本としての森林か ら,年 開の家計充足に必要な駈得を計画的且継続的に取

巳来ればよいであろう。その目的 とする所は,資 産としての森林の維持及びtO加 により,必 要な所得の

尋力を1曾加することである。

したがつて,こ こでは,具 休的財貨 としての森林の所有 より出発し,極 力牧穫量の節約 と,そ れに件 う

木の生産力の改良により,将 来の所得力を高めんとする方向がとられ る。その場合施業方法については

:伝統的な方法がとられる場合が多い。地代及び資本利子は費用計算にと り入れ られす,購 入した流動

ヂ及び管理費と家計充足分との合計たる牧穫1建が,森 林の生長 最を上廻るか どうかが,問 題なのであ

⊃その意味で販売に・は周到な注意が払われる。

 第(ノ)一 操業度

二の場合 も,定 められた規模に対 して,操 業度1の 意味における_`}=均費用曲線及び限界費用曲線 を得る

とが出来る。但し,地 代及び 自己贅本利子が費用に加算 されなv・か ら,第 五図の両曲線に比 し,著 しく

・価を示すであろう。 この亭均費用曲線 と単位牧釜線 との間には,v・ オ)ゆる森林純牧釜(Waldreinert-

)の 変化を示すこととなる。而してその経営が土地純牧釜最多の伐期令を基礎として,技 術理性にも

3き組織 されてV・る場合は,そ れに応する牧穫量において,適 正操業度だ達するであろう。

しかるに.この種の経営の牧穫量は,必 すしもこの適IE操 業度に達 しない場合が少 くない。それは多 く森

)大規模所有において見られる所である。 ここでは,操 業度の変化に応する利潤が,丁 度家計の需要 を

:ナ所(べ)の,その操業度が毎年取上げられるであろう。而 して,こ の操業度は,資 産維持の見地か ら,多

:も適正操業度以下に止むべ く,努 力されよう。             ,

・くして,こ の種の経営では,多 くの場合操業度の短縮によ り,資 産を増加せしめ同一・面積でも,規 模

:大した と同じ結果になる。而して,市 場価格の騰貴した時期には,操 業度 を拡 大することもあるが,

'は,蒋 来の価格下落の予想或は,他 の有利な事業への投資,優 良林地の購入などに起因する。
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 爾操業度 丑の集約度壇進により,均 衡操業度をとることは,こ の種の経営で も必要であるが,吉 野

の如 き場合を除いては,一 般に無関心である。                     二

  第二 規模

 規模の拡大に作い計画費用(ゆ)曲線及び長期限界 tlJ IIiの 描かれる手続は,第 一節の営利経済的形態(ニ)(コ)1

合と同様であ り,適 正規模を超 えて,単 位牧益線と長期限界費用曲線の交点に均彼哲蜆模が定まるわけ
                                             ∈

る。但 し,土 地面積の 一定せ る場合 におV・て,外 部 に対 し支払 われ る費 用が 小V・ため,同 …立地 の営

済的形 態の均衡規 模よ りも著 し く拡 大 され る こと とな り,し た がつ てガ ・方 におv・て輪f以liを 延長 す

地 が大V・の みな らす,施 業 方法 を集約化 する可能性 も大 とな る,し か し,現 実には,こ の様な均衡規 .

到 達 した経営 は少 く,し たが つて,家 計 に余祐 のある限 り操 業度の短縮 に よ り,こ の規模 に到達せん

る努 一力が なされ ス。                                      7

 爾中規模所有の林業経営で,直 に土地純牧釜最多の伐期令により,牧 穫が行われる場合 もある。之,

わば,計 画費 用の最 低で あ る適IE硯 模 での経営 を行 うもので,毎 年継続的 に利潤 のhな る ことに努 め.
                                             Ψ

のである。多 くの場合家計に余砧がないため,か か る規模に止 まるが,余 砧 を生すれば,均 衡規模に

する性質のものと考えられ る。                            ..

 次に土地面積の拡大の場合 も,営 利経済的形態の場合と同一観点か ら考 えらるべ く,又 土地の購入ζ

木蓄積の塘加の何れに費用 L3投するかの関係 も同様であつて,集 約度の高い経営では土地購入1こ,

な経営では集約慶1曾進の 右向にゴ紆用が投ぜ られ よう。                    ・

                第 四 節 摘  要        涯

 1) 林業{蚤営が完全競争状態にある場 含,そ の規模及び操業度の定まる機構を述べた。     葦

2)営 利経済的形態の・胎 莇`則 として牒 闘 は溢 操業度1・,操 業度腿 臨 操業魏 超えて

の最 友の均衡操業度 に定 まる。 但 し操業 度1ぽ,市 場の変 化を予想すれば,種 々変化 し うる し,一

度皿は適正操 rと の間の幅が狭い。規模は,輪 伐期については,均 衡的伐期令に応する適IE規 模を

て均衡規模をもち,ヌ.施 業 方法の変化する場 含も,適 正規模を超 えて,長 期限界費1嗣h恭紐 単位牧嬢 、

の交点に均衡規模が定 まる。               .

 3)    FI形態の場合は,操 業度1ば 通」E操業度,操 業度 皿は費用を補償する均衡操業度に志

る。規模は,輪 伐期の変化する場合 も施業 方法の変化する場合も,営 利経済的形態の場合 より・同'

条件なら更に大い均衡規模で費用補償の原則を満足する。1占槻 模において費FNが 補償される場合ぽ・

度は適正操業慶に止まる。

4)家 計充羅 済的形態の場合は,長1し帳 駿 剛 襯 ど 縦 耳文禰 の交点に均衡規模が定まるのは、

利蓬斉 向形態の場合と変 りはないが,費 用中地代及び資本利子が除かれ るため,規 摸は拡大する,
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は一般 に必要 な所得を得 られ る限 り・適正操業 度以下に短縮 され るが,操 業 慶 ∬は利 潤 を最大な らしめ

均衡操業度 に向 う。

、1)第 三章の林業{1三産 の場合よりも,ll拙 施設が加わるため,資 黍は大きく,利 潤は減少する。・       xD

 2)Schumpeterは 企業を資本i 済 を前提として,「 利潤の盤得のための生産手段の結合の 丁了並にまたそれ

  の経営体への具体化物その他」と定義 しているが,利7a,;1+q-., rr及が!1的 で,生 産は手段にすぎないから・特定の生産

  に執着 しないo

E3)Hicksは かかるものをも企(ノとの)業と解 している様である・ 「企業は(要 素の生産物への変換)は ・企業者の私的会

  計か ら切離された別個の経済単位と看倣されてよいであろ う。企業は生産要素を獲得 し,1 物 を販売する,企

  業の 目的は両者の価値の差を極大なら。レめることである」(訳,価 値 と資本1,116頁)而 してかかる企業は,農

  業や林業についても考えられよ50

.4)こ のprj 4念 に関聯し考えられるのは経営集約度なる櫃念である。大t正 男博士は「農業経営集約度駆念の発展」

  (文6,73頁 以 下)に おいて,経 営集約度とは,1営 現象の動態的,抽 象的総和表示てあつて,動 態的概念 とし

  ては瀞態II勺概念としての終営組織に,拍 象的概念としては具体的概念たる費用に対立す る概念なりとし,?a約 度

  桜念 として・土地牧盆経営としての"1`hunen式 経営檀念にもとつく集約度として(資 本財費泊額+労 働費用+

  経営 資本費用)/(土 地 面積)を 挙げていられる。即ち,土 地面積を固定させて・分了の諸賓川の変化の程度を

  云 うわけである。at-r<約度が費川に閣聯して取上げられるに対 し 操業度は,直 接は牧穫量に関 し・それとの関聯

  において1+/用が考貞.られる。又費lllとして流動財費だけが変化する場合であるから(一 定の固定財費消額 ・一定

  の経営資本利子+流 動財賀湾額+労 働費月ゴ)/(一 定 の固定設備資本)の 形で示 されよ5。 一方規模の変化は,

  固是 設備i本 自体の変化に関するもので 賓オこ財費浩額 卜労使費用1一経営資本費用 か固定設備資本の変化にと

  もない変化する場含を云 う。

  林業経営の場合,土 地面積丈を分母として集約度を考えろことは意昧がなく・固定設備資本全体について考 う

  べ きである。集約度の増進は,多 く固定設備資本たる林木蓄積の旦及び質に作用 し,し たがつて,繰 業度の変化

  に止 まろことが少 く,多 く親模に影響する。 一

  林業 において操業度なる語を初めて取上げ・伐期令と植械本数が之を定めるものであることを注意したのは

 K・tackleで あろう。 この場合技術ノk準を一定としているわけであるが・一生産期聞を通ずる林業生産ではそ5

  であ る.こ の場合は,固 定資本 としては土地面積が唯一のものであり,し たがつて,操 業度と集約度 と一致する0

  しか し林業経営では,土 地面積は同 じでも,伐 期令≒輪伐期及び植栽本数≒施業方法ともに林木蓄積の起,し た

  がつ て固定資本額 を左右するから・規{:を 定 めることとなる。

 5)Lehmann(交,16・ ・S・74)に おける絶対的操業度である。     ・   一
ヨ 
～)企 業は増加牧盆を他に投資 し,利 潤をあげ得よ㍉ しかしかかる場合は,こ の林業経営には関係がない。
ヨ 
T)第 四図の両曲線の形は,計 算の基礎である主伐及び躍」】伐量のr1 せの如何により或る程度その形を異にしうる。

  又牧穫縫は主悶伐及び林i..uの相違により夫 々価格を異にす るから,基 準を適正操業iの1u;411`.位 当 りの牧釜に

 置 いて,各 操業度にdDけ る牧穫量をこの単位Pub%ii`でデ フレーrし た ものを川いたO

  次 にこの操業慶研究の立場に対するものとして,損 盆分岐点の研究がある。この場合は,総 費用の発展につき

 之 を見ればよい。nこ の立場・からは,総 変動費の比例的発展性を仮定し,し たがつて,限 界費川曲線のガぐ1こ的発

 展を仮定す る。いわゆる比例経営と称せられるものに適用される方法である。第四図の限界費用曲線でも,そ の

 水李的発展の段階が相当巾広 く見られる。更に適正操業度を超えても,既 述のYij界費用増加の諸即由が入とめら

 れない様な場合には,全 面的にこの方法によるのが適当かもしれない。 しか し,能 葬ミ的な林業経営の継続性を前

 提 とするなら,少 くとも1)3)4)の 限界費用の増加の理由を認むべきである。 2)は 比例経労において も牧

 穫量を増加と共に生ずる。fll了ここにあげた彬1竃経営の例は・立木販売による極めて単純な場合で操業度増加に俘

  lIIL動費用の変化は,適 正操業度迄は:i・として.rY」1S林費の変化に止まるため,比 例的に発展するわけである。 しか

  し,大 経営で,時 間的なつれを除いて考えると・或課業度以上の牧穫量増加は,沸 動費用の逓増を来すとみとめ

 られる。之は実例につき示すことも出来る。

  何れにせよ,操 業度の変化による生産的能率の変動が考えられれば,限 界費用曲線の水平的発展に も限 りがあ

  るっ
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 註8)上 記 の例では,経 済的な伐期令をとる効率的に組織 された経営の場合であるbし かし,そ5で ない場合,例

   ば長期輸伐による作業,と くに老令天然林の場合には,適 正操業度を超えての限界費用曲線の上昇が,前 記4〕

   の理 由の薄弱のため・その角度が小さくなる。 したがつて若干の市場の変化の予想丈で操業度は拡大され,慰

   の幅は広くなりうる。

    又,小 規模経営などや経営の組立が効牽的でない場合には経営者の管理能傘に余裕を生 じ,し たがつて適正

   業度 が輪伐期に応ずる操業度を超えて定まり,更 に2)及 び3)の 費 用増加理由が小いことから・その後も上 声

   角度が小く,そ のため・輪伐期に応ずる操業度から,有 利な操業度迄の幅が大きくなり・市場の予想に影響さオ

   やすい形になることがある。

 註9)操 業度1の 項でのべた適正躁業度を超えての費用増加の諸理由の中1)の 項 は,若 し牧穫が造林を件わない同,

   のな らその分丈減少するが・4)に おける除間伐木や不良木の伐探においては,速 かに損失を生ずる場合が多し1

   で あろ5。

 註10)単 位牧盆は操業度の場合 と同じく1,000円 単位とした。

    各輪伐期毎の,ひ いては牧穫量の変化毎の,牧 盆並費用は・夫々第一一図に もとづき,且 搬出設備などにつき若

   干 の想定を加えて,算 出した。       、                       、

 註ll)こ の様な結果を生ずるのは,均 衡的伐期令を超えた伐期令をとつても省且牧穫量の増加を齎らすが如き場合に

   限 られる。輪伐期の延長が牧穫量を減少させる結果になるときは,適 正規模を超えた均衡規模は存 しない。

 註12)こ の場合輪伐期は経済的伐期令45年 より長 くも短か くもな り5る 。けだし,そ の何れにおいても牧穫量は減少

   し 弓るからである。例えば第五図で135年 に応ずる規模は適正規模より小いが,之 は叉輪伐期45年 の規模に略四

   敵 す るであろ5。 爾,損 盆の関係に応し施業方法の変化することにここでは触れないが注意すべきである。

 註13)BaremthorenのDauerwald・

 註14)国 有林の過去の経営において,長 期輪伐作業級が,比 較的,立 地の良好な所に設けられた根拠が,之 によつて

   示唆 さオしよ 50

 註15)何 となら,規 模がその様に構成されるのが効牽を高める所以だからであるっ            '.

      第 五 章  独占的競争 における林業経営の牧穫量

 之は更に完全独占とその他の独占的競争の場合に分けて述べる,叉 この場合は,営 利経済的形態をと

企業経営と,共 同経済的形態をとる費用補償経営の場合につき考 えれば足 りよう。

                 第 一 節  完 全独 占の場 合

 第一・ 操  業  度

 完全独占では,市 場需要に変化のなv・限 り販売量の塘加ば必らす価格の引下 をTう 。したがつて牧穣

の壇加に応する単位牧釜線=価 格及び限界牧釜曲線は,例 えば第六図の如 くである(ドぎモ)(リ)。

 而 して,工 業経営の場合の均衡操業度は,企 業経営ではOM/,費(へ)用補償経営ではOM"に 定 まること

激える。 しかし,林 業経営の場合は特 に独占的な性質 をもつ樹材種については自由に操業度を変する二

は出来す,そ の規模に応 じた適正操業慶OMを とることとなる。之は定められた伐期P及 び施業方渉

応す るものである。

                                                 {



第二 規   模

 1k3材が特殊な長大材なるが故に,独 占的

口が 出来るので あるから,そ の径級或は

期令が定められ,一且之に適応した合理的な

覧方法 をとることを前提とする
。 したがつ

乙の場合は,規 模の拡 大は,林 地面積の拡

において,主 として老 えれば足 りよう。之

汰経営で…部の林分を之に充てる場合であ

0

 地面積の拡大に俘う長期計画費用曲線の

ヒについては具体的資料を欠くが,

)規 模の小い中は管理費が大 とな り,'ト

 用が 尺きくなること。

)規 模が管理 に適当とな るにつれ,干 均

 は小となること。

)長 伐期をとりうる自然的立地は限 られ

 め,規 模が更に大きくなると,林 地が分

 ,管 理費が再び大となる一方,土 地生産

 低い部分をも経堂にとり入れるため,牧

 力は低下し,ヰ 均費用は 大きくなるこ

 し,国 有(り)林経営などで,普 通材種の林業

を行 う林地 と併せて経営する場合は,規 模拡大に俘う李均費用の増加傾向を或程度修正することも出

うが,結 局は以上の傾向が示され よう。

かし,何 れにせ よ,千 均費用の具体的発展の姿は明かでないので,第 ヒ図では不適当ではあるが,仮

完r:競 争の場合の長期計画費用曲線をそのまま用い こるととした。

占市場における需要曲線の弾力性 を前提 として,(1よ り大きい点数)完 令独占的企業経営の計画す

駈
均衡規模が,長 期限界費 用と限界牧 釜との一致する牧縫羅:に定 まる機構は,完 全競争の場合と変 らな

 七図でそれはQ点 に応する生産量OMノ となる。之は適IE規 模OM Iac.対し,過 大規模を示す場合であ

・完全競争の場合に比 し,適 正規模との距 りは狭 くなる。一(ぢわ)方,需要の弾 力性の小い場合は,適 正規
                               `

 しない前に,長 期限界費用と限界牧益とが一・致しやすいが,こ の場合は計画費用曲線の遍降的段階
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  で均衡規模を成立 させる。

。  以上何れの場合で も,完 全競争の状態におけるより,適 正規模に近い比較的小い均衡規模を もち,尋

  費用及び価格が,比 較的高い所に定まるのを事 とする。

   一方国有林経営では,国 民経済の需要 を極力充足する建前か ら,均 衡規模は,需 要曲線=単 位牧釜由
                                              く

  と計画費用曲線 との交点Rに 応する牧穫量OM"1こ 定 まるであろう。 この点において・費用を補償する

  囲内で牧穫量の1加 が期せられるが,価 Jc低 くなる。

               第 二 節  独 占的競 争 の場 合

   その他の独占的競争経営は,需 要¢)異質性のため,他 の同種径営と対立 し乍 らも,な 一一市場内の謬

  囲の需要に対し,独 占的影響 を及ぼ しうべき地位にある。したがつて,そ の箇別需要曲線は,完 全独貞

  場合と同一・性質をもつが,し かし絶対的な ものではな く,経 営相互間の競争に制約 され,短 期的にも曇

  的に.も変動し易い状態にある。操業度及び規模は,こ の場合 も,牧tt(t,,:決定の機構 を図式 を用いて言鯛.

  来るが,そ の融 ぽ完全独占の賑 ・と変 らないか ら濱 略する。

   第一 操  業  腹                                   1

   企業経営で も,費 用補償経営で も,定 められた規模における適正操業度が原則として維持 される。{恥

  需要曲線が,他 の経営の影響で変化 しやすV・性質 をもつため,限 界費用曲線 と限界牧/`-LUI¥.曲線が・限界押

  の比例的発展の段階で交わる場/一.r*は,企業径営では,適 正操業度以下に短縮 され る。

   第二 規   模

   完全独占の場合と同じく,輪 伐期及び施業方法は一定で,林 地面積及びそα)上の林木蓄積が変化す1

  合を考えると,企 業径営では,長 期製界費用と計画費用との交点,即 ち計画費用の最低点に応する適豆

  模が,均 衡規模となるであろう。けだし,需 要曲線の不安定のため,完 全独占の場合の如 く,長 期限瀕

  用曲線 と長期限界.牧谷曲幕泉との交点に均衡することが出来ない。一方国存林経営では,需 要山線の長1

  な見透において,計 画費用曲線 と需要曲線(単 位牧谷)と の交点に均衡規模を求めることが出釆ようα

   以上の如 くに.して,国 有林経営は,企 業経営に比 し,同 …生ri条件の下では,牧 穫量をよリノ(きく・・

  たがつて規模は大となる一力,価 格はより小 くな る傾向を示す。              、

                 第 三 節 摘    要                                             、

   1) 完全独占及び独占的競争の場合iL・分けて,企 業径営及び国有林経営の,規 模及び操業度決定の

  を述 べた。

   2) 完全独占では,企 業経営及び国有林経営共に,操 業度は適正操業度に定まる。規模は企業経嶺
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明限界費 用曲線 と限界牧 釜曲線 との交 点に,国 有林経 営で は計画費 用曲線 と需要 曲線の交 点に定 ま るk

よ,完 李競 争の場 合と変 らないが,需 要 曲線が無限大でないた め,適 正規模 に よ り近い小 さい もの とな

 爾 企業1墨堂で(fi g計 画 費 用曲線の灌降的段f1;L'(iで均衡 に達 す ることが あ る。

D 独 占的競争では,操 業度は 原則 として,適 正操業 度に維持 され るが,企 業 径営で は需要 曲線の変 化

tっ て}よ,適IE操 業 度以下 に止 まる場合が あ りうる,規 模 は,企 業 察蛍で は適正 規模が どちれ,国 有林

勇では,計 画費 用曲線 と需 要曲線 との交 点に:応す る焼 模となる。 こα)場合 も完 .'n5:_r_itie一の 場nに 比 し,規

よ一・般Vz小 とな る。

≡1) この図の需要曲線は想定によるもので,尚 実証的研究を必要 とする。独占経労の生董物の需要の弾力性は普蓬

 の場合1よ りも大きい実数で,叉 販売量の贋加は価格のf氏下を俘い,価 格は販売{ltの単調に低下すろ函数である

 か ら,そ の需要曲線=単 位牧釜線が{;下 りをもつ形態となり,し たがつて限 界牧盆曲線フう:単位牧盆曲線を下廻つ

 て,同 じく右下りの形をもつものと老えられる。

2)云7 もな く,第 四節で述べたのは,ナ 地面積を固定 させた場合で,此 処では,完 t争 も独占も奈体の境模

 を変化させる場 合である○

            第 六 章 結   言

,)林 業 の牧毛鄭:ぱ 一一般}こ伐期 令と施業方法 に もとづ き定 め られ る生 産函数 に よつて与 え られ るが,経

1象か ら独立 して定 め られ るもので はな く,市 場 との 関係 に支配 され る場 降が 多い。かか る場合 につき,

着 費の理論 を用い,経 済形態別 に, イ)広 義の林業生 嘩の牧穫量 については主 として伐期 令に関 し,

1林 `'2rr:i'__:r_:では 完 昏競争,完 全独 占,独 占約 競争の場 合に分 か ち,夫 々技術理性 に もとつ いて,規 模 及

喋 度が牧穫 電:との関係で,決 定 され る機構 を述べた。 一、

1 そ の結 果主 として ,次 ¢)ことが明か となつた。

f)広 義 の林業 生礎におけ る牧 穫 軍:を第一に決 定 する伐 期令は,経 済形態及び その目標に よ り異 りうる。

1定 された均衡 的1愛期 制 ま,普 通の市場 の変化では,変 躯の理 由は 仔しない。 その変 更は市場の予想の

江 起 る。但 し共伺経済 的形態reは,多 くの場合別の見地が ら定 め られ る。

z)林 業 径営で は,他 の産業 軽蛍 と異 り,操 業度 皿 の変 化に より牧窪1111哲鱈減せ しめる幅は狭 い。

セがつて多 くの場合,毎 年 の経営生牽では均衡操業 度は適エ1三操業度 に一致 し よう。 しか し,市 場の変化

,予想 因子が入る と,操 業度1は 変化的 とな り,営 利経済的形態や家計充 足経済的形態では,利 潤或

1得の大を追 及 しうる余地が大 き くなる。

う 規 模決 定の機 構は,経 済 形態,市 場に対 す る支 配力の有 無に よ4,異 る結 果 を生す る。一・般に軽営

1潤の存する限 り,規 模の長 期計 画的な決 定において,各 経済形態 を通 じ,特 に営利経済的形態 及び家

促 経済的形態 において,当 初定 めた経済 的な均衡 的伐期令を離 れて,均 衡規 模が 定め られ るのは・注

 れ る。
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 二)從 来輪伐期や施業方法VZつ いて,以 上の如き経済形態その他を無覗 して論 じ,又 それが適用さ市
                                              ノノ

い た の は,今 後 検 討 す る 必 要 が あ る 。

 3)以 上 の 研 究 で は,行 論 の 徹 底 の た め,市 場 需 要,技 術,生 産 財 の 価 格 な ど に つ き,そ の 変 化 及L'

互 の 関 係 な ど に 余 り触 れ 得 な か つ た 。 と くに 生r%'i=財及 び 生 産 物 の 代 替 効 果,所 得 効 果 に つ い て 更 に 追 多

る 必 要 が あ る 。 又 簡 単 の た め,例 を 唯 一 の 人 工 林 に 限 つ て,そ の 他 の 場 合 ・ 多 少 の 不 適 当 に も拘 ら す,

こ か ら 得 ら れ た 曲 線 を 援 用1、 た 。 か か る 点 に つ い て,一 施 業 方 法 や 管 理 組 織 に 関 し て も同 様 だ が 一 今 壱

分 な 資 料 を集 め,検 討 し直 す 必 要 が あ る 。

                交      献   (順 序 不 整 理)
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